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１．課題の設定

１.１　説明責任としての「教育の成果」の点検・評価

　教育機関の説明責任が強く問われる時代が到来

し，「教育の成果」を点検・評価することが多く

の高等教育機関の中長期計画における具体的な取

り組みの課題として明記されるようになってきた。

しかし，高等教育研究の分野において，「何を

もって教育の成果とするのか」「それがどのように

把握できるのか」「その点検・評価を通してどのよ

うに教育改革・改善に結びつけていくことができ

るのか」。こうした問いに答えるための，理論や

評価方法，その成果の蓄積はまだ十分ではない。

大学教育改革に伴って一般化した代表的な教育評

価ツールのひとつに『学生による授業評価』があ

る。しかし，そこでの授業に対する学生の評価が

高いかどうかということと，その授業で学生が何

かを学び，高い教育効果を受けとったかどうかと

いうことは基本的に別の問題である。特に，「教

育の成果」を社会的な説明責任という枠組みで検

討しようとすれば，自己点検・評価の常套手段の

授業評価や，単位取得状況や試験・資格取得実績

などだけでその「成果」が測れるものではない。

　むしろ教育の成果は卒業生のキャリアに体現さ

れるはずである。しかし，教育の成果が現実に発

揮される卒業後の社会での活躍の状況を点検・評

価することは，構想としては多く提起されながら

も，まだ実行に踏み切れない高等教育機関が多く

みられる。

　そこで本稿では，教育成果を測定し，教育活動

を点検評価し，そして教育の改善に結びつけてい

くための方法として，『卒業生調査』に焦点をあて，

その展開事例をもとに，大学教育に関わる有効な

調査検証の方法と指標システムの開発とについて

検討を行うものである。

１.２　大卒者と「若者自立・挑戦」の課題

　「大学教育の成果」を点検・評価する場合には，

卒業生を通した「教育の成果」の点検・評価方法の研究

吉本　圭一＊

　

要　旨

　本稿は，高等教育における教育の成果を測定し，教育活動を点検評価し，そして教育の改善に結びつけ

ていくための方法として，『卒業生調査』を論じる。実際の調査研究事例をもとに，効果的な「成果」検

証方法と指標システムの開発とについて検討を行った。特に，他のさまざまの点検評価手法と比較して，

取り組むために周到な準備（個人情報保護法への対応なども含めて）が求められるが，その分，点検・評

価から教育改善へと進むための確実・有益な情報となることを論じた。２つの卒業生調査研究の事例（日

欧大卒調査，九州の短大調査）をもとに，卒業生調査を通して各大学・短大が説明責任を果たすとともに，

「若者の社会的自立」にむけての問題の把握，改善へのアプローチの検討にもつながっていくことが確認

された。特に，こうした点検評価，教育改善が実際に教育活動に直接関わる関係者によって発見され，ま

た大学・短大を取り囲むステークホルダーとともにそれが認識されることによって，改善への具体的な行

動計画につながっていくことが示された。

キーワード

　卒業生調査　教育の成果　遅効性　個人情報保護　日欧比較　短期大学　体験的学習　若者自立・挑戦

＊　九州大学・助教授



大学評価・学位研究　第５号（２００７）78

大学教育の目的とする能力等の獲得状況の把握が

求められるわけである。ことに，政府が２００３年６

月から提起している「若者自立・挑戦」という課

題も，卒業生調査が対応すべき，重要な今日的課

題の一つである。

　いま若者の全体的状況をみると，２００３年版『国

民生活白書』では「１５～３４歳の若年（学生と主婦

を除く）のうち，パート・アルバイト（派遣等を

含む）及び働く意志のある無職の人」がフリー

ターと定義され，そこでは１９９０年の１８３万人から

１９９７年に３００万人をこえ，２００１年段階で４１７万人と

推計されている１。

　ここで新規大学卒業者に対象を絞ってみても，

学校基本調査の報告によれば，２００４年大卒者のう

ち，２０.０％が「進学も就職もしていない」者とし

て計上されている。その他にも，「一時的な仕事に

就いた者」が４.５％，「死亡・不詳」が４.１％であっ

た。他方で，大学院進学率は１１.８％，就職率（研

修医を含む）が５７.３％となっている。進学者を除

いて計算し直せば，３人に１人がいわゆる「無

業」「フリーター」あるいは「ニート」となってい

るという状況である。この数字は，１９９０年代に急

速に増加し，２０００年以後の数年間はほぼ一定と

なっている。つまり，景気の後退傾向・回復傾向

にかかわらず，こうした比率がじりじりと上昇を

続けているということである。また，その後の早

期離職の問題も含めて，いかに大学教育から職業

生活への移行を支援していくのか，社会全体とし

て検討していくべき課題となっている。この問題

把握も，今日「教育の成果」を点検評価していく

上で極めて重要なポイントとなっているのである。

　
２．教育の成果へのさまざまのアプロー
チの比較

　

２.１　「授業評価」と「学生生活調査」による「大

学教育プロセス」の点検・評価

　大学教育改革の代表的なツールのひとつに『学

生による授業評価』がある。しかし，授業に対す

る学生の評価と学生が享受する教育効果とは別の

問題である。それは，教員と学生との授業という

時間・空間における相互作用の教育学的な技術

（狭い意味のペダゴジー）を点検・評価するもの

である。その重要性を否定するものではないが，

それはあくまでも「プロセス」である。プロセス

は，何らかの「教育の成果（アウトカム）」と結び

ついて始めて意味があるものである。すなわち，

「授業評価」の高い授業に多くの学生が履修し，

出席して，その授業の成果を享受できたのか，ま

た「授業評価」の結果と他の客観的な学業到達度

でみた授業の質の高さが関連するのかなどの検討

が必要なはずである。

　『学生生活調査』も，比較的頻繁に取り組まれ

ている方法論である。ここでは，授業にとどまら

ず学生生活のさまざまの場面での「満足度」等に

もとづいてその評価が行われることになる。本稿

で後述する「卒業生調査」が大規模な仕掛けを必

要とするのと比較すると，確実にまた容易にサン

プルを集めることができるため多くの大学で取り

組まれている。また，文部科学省による学生生活

の経済的側面などに関わる調査や，生協などが

「学生の立場」からの「学生生活調査」を実施す

るなどの事例も多く，調査技法的な困難は少ない。

しかし，満足度が学生の成長と対応するかどうか，

大学教育とその成果に関する因果的な説明が不明

だという点では，卒業生調査の場合と基本的に同

じ問題をかかえる。また，ある大学で学生生活の

総合的な満足度が低かったとしても，それがその

大学在学中の授業やキャンパス等の施設設備等を

含めた「教育」によって生じたのか，その大学入

学以前の本人の「経験と意欲・性向」に関わって

生じたものであるのかを識別することは，実際に

はそう容易なことではない。

　さらに，基本的に授業にしても学生生活にして

も，それらはまさしく「学習の成果（アウトカ

１　また，２００４年版『労働経済白書』では，「年齢１５～３４ 歳層，卒業者に限定することで在学者を除く点を明確化し，女性
については未婚の者とし，さらに，①現在就業している者については勤め先における呼称が『アルバイト』又は『パー

ト』である雇用者で，②現在無業の者については家事も通学もしておらず『アルバイト・パート』の仕事を希望する者」

と定義し，２００３年段階でのフリーターを２１７万人と推計し，また１９９０年代については異なる定義ながら増加傾向があると

している。両者の定義の違いによって，フリーター規模の推計には倍近い開きがあるが，ともあれ，いずれも１９９０年代

からの増加傾向を共通に指摘している。
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ム）」と関連づけて論じられる必要がある。本稿

で「教育の成果」として論じるのは，カリキュラ

ムとして編成された時間・空間だけでなく，それ

以外の部活や友人との交遊などのキャンパスライ

フやアルバイトなど学外での生活を含めて，短大

２年間，大学４年間などの大学教育の時間・空間

を通して，学生が獲得した価値を指しており，そ

れは教育する側ではなく学習する側の「成果」を

指すものである。そして重要な点は，その価値と

いうのは，その卒業後のさまざまの社会生活の中

で活用され，認知され，評価され，またさらなる

形成につながっていくというものである。

　そう考えたときには，「学生生活調査」も，「学

習の成果」の過渡的，中間的な評価であり，ある

時点の苦労がその後に実っていくそういう熟成の

期間を前提として枠組みを検討してみると，最終

的な「成果」は，卒業まで確定しないし，その

「成果」として得られた価値の発現の時間空間に

おいて評価するという意味で，卒業生を調査する

ほかにこうした「成果」の点検・評価は不可能な

のである。

２.２　長期的スパンの収益率アプローチと「点検・

評価」

　「教育の成果」は，大学卒業者の職業生活を中

心とする「キャリア形成」をめぐって把握し，点

検評価する必要がある。この点で，人的資本論な

ど教育経済学にその扱い方についての経験が蓄積

されている。教育経済学においては，１９６０年代か

ら「教育の収益率」アプローチが展開されてきた

（Shultz１９６３, Becker１９６４, Psacharopoulos１９７３, 

OECD１９８８, 矢野１９９１など参照）。ただし，収益率

の計量化はマクロな教育と社会設計には有効であ

るが，教育の成果を評価するには決定的な弱点を

もっている。クロスセクションデータをもとにし

た生涯所得分布から「教育の成果」を把握すると

すれば，そこには教育の不変性についての極めて

強い仮定，およそ半世紀の大学教育と労働市場と

の関係が基本的に同じ構造を持つことを仮定しな

ければならない。例えば，２０００年の賃金構造をも

とに生涯所得をクロスセクションで集めていくと

いうことは，１９６０年に大学を卒業した人と２０００年

に大学を卒業した人の大学教育が基本的に同じ構

造を持っているということを仮定している。また，

１９６０年代の学卒労働市場と２０００年代のそれとで，

高卒・大卒間の処遇の差が同等であるということ

を仮定しているのである。

　もちろん，これをもっと丹念に縦断的に把握す

ることもできる。たとえば１９６０年の２５歳，１９６１年

の２６歳…２０００年の６５歳まで，毎年の賃金構造をも

とに，特定の年齢コーホートの所得分布をトレー

スして推計すれば，それは１９３５年生まれ世代の実

質的な収益率が算出されたことにはなるだろう。

しかし，それが教育の成果を点検する最良の方法

だろうか。しかも，それで明らかになるのは１９５５

年前後の教育の成果である。２０００年の教育の成果

は２０５０年にならなければ明らかにならないことに

なる。結局，今測定可能なのは戦前世代の実収益

率であり，現代の大学教育への示唆を得ることは

実のところ望み薄ではないだろうか。

２.３　卒業時点の差異を強調する「学歴社会論」と

「点検・評価」

　教育の収益率などの経済学的方法論は，目前の

教育改善に結びつかないように見える。それなら

ば，卒業直後の就職率，大企業就職率，初任給を

比較するのが，てっとり早く，わかりやすいアプ

ローチということになる。また，それらは，教育

機関の学生募集の際の広報上も，極めて重要な指

標である。そして，わが国における教育と労働市

場との関係の特徴である新規学卒就職の制度も，

研究関心をその移行段階に集中させている。かつ

て潮木（１９８３）が指摘したように，社会問題とし

ての，また売れるテーマとしての「学歴社会」を

発見した教育社会学的なアプローチがこれを補強

することができるのである。

　反面では，教育の成果の扱いについて，文教政

策の問題として指摘しなければならない次のよう

な事例もある。いま，専門学校の進路について学

校基本調査で報告されているのは，卒業・就職・

専門と関係する分野への就職の３項目だけである。

最後の項目は，どの職業や産業が専門と関係する

分野であるのか，その定義は回答する側の教育機

関にまかされている。こうした状況を長らく放置

していたことは，第一義的にそれぞれの当事者の

責任問題ではあるが，社会的な関心を表明し誘導

していくという意味での学問のあり方が，そうし

た教育の成果の検証という点で希薄だったのでは
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ないだろうか２。

２.４　上からの評価圧力への対処としての「卒業生

指標の網羅的収集」

　大学教育の点検・評価の一層の展開の中で，全

学的に「卒業生を通した教育の成果の点検・評価」

に取組む計画の大学は多いようである３。しかし，

個々の部局における大学教員の日常に，そうした

活動はどう関わるのであろうか。全学的に決めら

れる「卒業生を通した教育の成果に関する検討」

が，各部局での十分な議論をふまえていなければ，

各部局教員の積極的な動機づけは生み出しにくい。

特に，近年性急かつ広範囲に点検・評価が要求さ

れており，それが全学的に上から要求され，その

ための時間等の配慮や資源配分は限られていると

なれば問題は深刻である。想像される手間の割に，

各部局での教育の充実への直接的な結びつきが見

えない。大学人が大学教育全体への視野はなくと

も自分の専門教育には一定の自信があるとなれば，

ことさら新たに卒業生の調査をする必要を感じな

いかもしれない。

　万一，そのような「対処」としての指標を探す

とすれば，学術的で迂遠な方法論を基礎に据える

よりも，卒業率，就職率，進学率，内定率，資格

試験合格率や，卒業時の英語 TOEICスコアなど

の卒業時点の指標を，可能な限り網羅するという

アプローチが有力な選択肢として浮かび上がる。

その方が，あとで情報が不足するという問題も心

配する必要がなく，より実際的にみえる。そして，

こうした網羅的アプローチは，異なる専門分野を

擁する総合大学でトップおよび全学的な評価事務

局から各部局へ指示をする際にも単純でわかりや

すい。そうした結果として膨大な量の情報収集が，

どのような枠組みで活用できるのかという共通理

解なしに現場の教員に強いられることになりかね

ない。そして，それがまた極めて状況主義的な対

応を生み出すという点検・評価事業の悪循環に陥

る危険をはらんでいるのである。

　個々の指標を検討してみると，日本の卒業率の

低さは，それを教育の質・水準の維持のための努

力の指標とみることはできない。魅力的な就職先

への就職率も，教育の成果というよりも偏差値と

いうシグナル効果だと考える教育学者が多い。就

職時点でどんな職業についたかと考えても，初任

配属がその後のキャリアにどれほど決定的である

かは不明であり，少なくともエントリージョブそ

のものを評価対象にするのはおよそ妥当性を欠く。

また，１００％近くでの医歯薬系の資格試験合格率

の数％の差を真剣に問題とする見方もあろうが，

財政効率などをマクロに見れば誤差に近いかもし

れない。法曹や教員など低い資格取得率の領域で

は，本来ならば資格非取得者にとっての教育の意

義を提示しその評価をすることの方が重要となる。

英語の TOEICの卒業最低点を設定するという考

え方もあるが，しかし，これが英語などの大学教

育で育成していく能力・資質の一部だけしか測定

可能でないことを考えれば，その有効性も低い。

　そこでもっとも簡便な方法を探すとすれば，卒

業生を日常的に観察している企業人事担当者の評

価を聞くことである。しかし，『役に立つ大学』が

大学教育の改善にどう役にたつのかおよそ不明で

ある。大学外から大学の教育力を把握・評価して

いくという立場からも，『大学ランキング』などの

民間のマーケットに流通する情報の偏りと限界が

指摘されている４。

２　卒業直後の断面に焦点を当ててきたのは，学歴社会論の功罪である。組織の経済学から社会資本の社会学までの展開を

導いたという点では，ミクロな学校と企業との組織的取引の制度論的研究の意義は大きかった。しかし逆に，教育とス

キルとの関連を模索するという人的資本論の立場を発展させる契機が失われていた。
３　日本高等教育学会第８回大会ではシンポジウム「大学教育の成果をどう評価するか？」（２００５年５月２２日九州大学）を開

催し，その中で，村山詩帆（佐賀大学）から「シンポジウム趣旨説明と会員アンケート結果紹介」として高等教育会員

のなかの一定数が卒業生調査に関わるようになっており，「教育の成果」を測る方法論として注目されていることが報告

されている。
４　前注と同じ場で滝紀子（学校法人河合塾）は，「出口からみた大学教育の成果をどう活用するか？」と題した報告におい

て，産業界からは大学における教育面での期待が大きくなっているが，担当してきた『大学ランキング』などでは，一

部の大都市の大規模銘柄大学しか目に映らないというバイアスがあるし，文系－理系という区分では，産業界の期待す

る大卒者の職業能力についても，また受験生がキャリアを捜していく上でも十分な比較のための指標を提示することが

できない，と指摘している。
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２.５　中期的スパンでの卒業生調査を通して発現

する「教育の成果」の点検・評価

　問題は，教育の成果が，いつ発現しどのように

把握できるのかである。そうした点で，教育の成

果について，かつて南原繁が卒業生に送った短い

一文，「教育の成果とは，学校で習ったことを悉く

忘れた後に残るものである」（南原１９６９）にもまた

一考の余地があるところである。本稿では，こう

した「大学教育の遅効性」（吉本２００４）を前提とし

て，２０歳代から３０歳代前半までに焦点をあてた卒

業生調査のアプローチを提起したいと考えている。

　ここで，先の「学校で習ったことを悉く忘れた

後」というのを文字通りに受け取ってしまえば，

それは先の教育経済学的アプローチになる。しか

しそれは，日本的な状況に対応するものとは言い

がたい。日本的な職業キャリア形成モデルでいえ

ば，３０歳代までに基本的な人的資本形成がなされ

ているというのが著者の仮説（「三十歳社会的成

人」）である（吉本２００４ほか参照）。ここの時期に

焦点をあてて把握する方法論をこれから検討した

いと考えている。

３．卒業生調査の方法論

３.１　卒業生調査の基本枠組み

１）調査の目的：学術性・点検評価・教育改善

　教育の成果を点検・評価するために卒業生を調

査する場合に，第一に必要なことは，その調査を

行う目的の確認である。本稿では第１節において

２つの背景的な課題を指摘した。すなわち大学の

説明責任として大学教育の点検・評価が求められ

ていること，そして大学教育から職業生活への移

行に関する今日的問題状況の把握とその対策とし

ての大学教育のあり方を探ることが求められてい

ることであう。こうした背景的な課題を踏まえな

がら，各大学あるいは研究者グループによって卒

業生調査が企画・実施されることになるのである

が，それゆえ卒業生調査の目的は，その研究企画

の組織ができる段階で確定しているはずである。

　大別すれば，図１のとおり，そこに大きく２つ

の目的を指摘することができる。すなわち，大学

教育とその教育成果に関わる学術的な究明と，大

学教育の点検・評価および教育改善にかかる探究

とである。この２つの目的は必ずしも両立しない

のではないかという議論もあり得る。例えば，日

本高等教育学会第８回大会のシンポジウム「大学

教育の成果をどう評価するか？」（２００５年５月２２日

九州大学）でも議論の焦点は，卒業生調査を何の

ために実施するのか，学術的に教育の成果を明ら

かにするのか，それとも教育改善や政策的なイン

プリケーションにつなげるのか。このねらいの違

いが方法論の違いとも関わってくるのではないか，

また両者は本質的に異なるのではないか，さらに

「教育の成果」を扱うねらいは「教育改善」にあ

るのか「外部評価対応」にあるのかなどの議論が

なされている。

　本稿のスタンスは，後の節において２つの調査

事例からそれらの目的が統合可能であることを示

していこうとするものであるが，まず調査の目的

を識別することが重要であるということをここで

は確認しておきたい。すなわち，調査を行う目的

には「学術性」と「説明責任」がありであり，「学

術性」を探究する場合も，教育成果のメカニズム

に関する特定の理論仮説を追究する「純粋科学」

と，特定の政策的な焦点を持つ「政策科学」と，

アプローチは異なってくるであろうし，「説明責

任」という場合にも，それは「外部評価対応」と

しての点検・評価資料のために行われるのか，そ

の発展としての「教育改善」を狙いとしたもので

あるのか，その明確化が必要だということである。

　またもちろん，具体的な調査項目を作成する際

に，それぞれの大学なり部局なりの考えている大

学教育の目的と方法が反映することは言うまでも

ないところであり，これは卒業生調査を取り上げ

て企画する前の段階で当然に明確にされているは

ずである。

２）「成果」と「プロセス」を核とする調査指標

　卒業生調査では，教育の成果の体現者としての

卒業生に，自分の職業経歴および現状を報告して

学術性 
純粋科学 

政策科学 

説明責任 
外部評価対応 

教育改善（政策導入） 

図１　卒業生調査の目的
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もらうことで，「成果（アウトカム）」指標を作成

するとともに，その原因となった大学教育の状況

について報告してもらうことで「教育と学習のプ

ロセス」の指標ができる。教育成果の点検・評価

としての卒業生調査は，この両者の指標の関係を

分析することを基本的な方法としている。実際に

は，後述のようにさまざまの関連した分析指標の

準備のための調査項目を用いるのであり，図２に

示すように特にある効果が大学入学以前の属性や

条件に関わるのかどうかを検討するための「イン

プット」指標が求められるし，大学卒業以後のさ

まざまの経験のなかで最終的なアウトカムを規定

する中間項として位置づける指標群も必要となり，

これらをコントロールすることで大学教育の効果

を解明することができるのである。

　また，特にここでは卒業生調査の有効性に関わ

る点であるが，卒業生が「ステークホルダーの一

員」であるという位置づけのもとで，それぞれの

母校の大学教育に対する現状評価や将来への見方，

場合によってはリカレント学習において再度学習

者として参加する可能性に関わる項目を含めて調

査が行われるのが通例である。

３）比較の枠組み：機関と専門分野

　教育の成果を点検・評価するために卒業生を調

査する目的に応じて異なってくるが，調査の結果

を通して点検・評価するとなれば，単に結果を記

述するにとどまらず，その分析が必要となる。分

析において，その目的の如何を問わず分析のため

の枠組みが必要である。その枠組みは基本的には

比較の枠組みである。ここでいう比較は，実施単

位としての大学間，部局－専門分野間，あるいは

もっと広げて大学類型間，国家間などもありうる

し，他方では，卒業生の属性によって成果が異な

るということでもっとミクロに，性別間の比較や，

インターンシップなど特定の特色を求めて導入し

たプログラムの経験者と非経験者との間の比較も

ありうるだろう。

　ともあれ比較枠組みとして重要なことは，共通

の経験をもつものが共通の成果を体現するという

前提に基づいているのだが，卒業生調査の比較枠

組みとして重要なポイントとして，卒業後の経験

の多寡をどう比較していくのか，この点が学術的

にも，また教育改善に関わる実践的にも重要なポ

イントとなる。すなわち，卒業何年目の調査を行

うのか（あるいは何歳の調査を行うのか），また数

次にわたるパネルで追跡していくのか，先例とな

るどの時点の調査と比較するのかなどを明確にす

ることが調査方法の検討として必要なところであ

る。この点は，「年代・世代・時代のアイデン

ティフィケーション」問題とも関わるので，項を

改めて説明しよう。

３.２　卒業生調査の企画と実施

１）調査研究実施組織の編成：単独大学・部局か

複数機関／外部研究組織か

　卒業生調査の実施に際しての考慮事項は，表１

の通りであるが，これは社会調査の方法論が基本

教育の 
成果 

卒業後の 
経験 

大学教育と学 
習のプロセス 

属性と入学前 
の経験 

図２　卒業生調査を通して得られる指標
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となるはずである。大学教育の点検・評価として

行う場合にまず考慮するのは，そうした活動を単

独の大学・部局で行うのか，それとも複数の大学・

部局が共同で行う組織によるのか，また外部の研

究組織に参加することで調査実施をするのかが選

択されなければならない。

　単独の大学・部局で卒業生調査を実施する場合

には，それぞれの自己点検・評価委員会等で意思

決定すれば，そうした委員会等の他の関連活動と

のスケジュールと連動させて調査を実施すること

ができるし，各組織の固有の調査項目を用意する

ことができる。しかし，反面では，調査結果を比

較し評価をするための準拠グループ（レファレン

ス）を得ることが難しい。例えば，部局内でも性

別間の比較などは可能であるが，例えばある指標

について女性の評価が高く男性が低かったとして

も，それは，他の大学や日本の大卒の傾向との関

連が分からなければ解釈は難しい。他の大学でも

同じような傾向があるのであれば，あるいはそう

したレファレンス以上に当該大学の女性の評価が

高いのかもしれないし，そうでないかもしれない。

レファレンス以上に男性の評価が低いかもしれな

いし，そうでないかもしれない。そうした４つの

可能性のどれかを検証することは難しい。そこで，

単独実施の場合には，既存の調査枠組みと結果を

レファレンスとして調査企画段階から慎重な準備

が必要である。そうした場合においても，第５節

で示すような，ベンチマーク的な「教育の成果に

ついてのモデルパラメーター」を用いた分析のた

めには，複数機関による共同での実施が前提とな

表１　卒業生調査の方法論についての検討項目

限界および対処等利点可能な選択検討項目

成果を比較し評価をすることが難しいので，調

査枠組みの設定段階から，レファレンスについ

ての検討が必要

大学・部局における他の点検・評価活動と連

動し，各大学・部局固有の指標を含む枠組み

での調査を企画できる

単独大学・部局

の組織

１）卒業

生調査実

施の組織

スケジュール，指標項目の設定等に調整の時間

が必要であり，データ利用などの計画について

も協議，合意が必要

比較の枠組みを用いて，相互評価等を含めて，

結果の考察において外部者の視点を取り込む

ことができる

複数大学・部局

の連携組織／

外部の研究組

調査枠組み等の企画のために一定の時間が必

要であり，実施の経費も大きくなる

多数の信頼性のある数量的な指標化が可能統計的調査２）調査

方法の選

択 数量的指標化が困難実施の容易さ，個別の経験の中から具体的な

教育改善への意見が得られる可能性がある

質的調査

長期的スパンの結果は過去の教育プログラム

に基づくため，教育改善へのインプリケーショ

ンに直ちにつながらない可能性がある

大学・部局の周年事業などでOBの活躍の概要
的なプロファイルをえることができる

卒業年度全数３）対象

年度コー

ホートの

決定 教育の成果についての一定の理解が必要であ

り，卒業後１０年以内で選択するのが適切

基本的な理論枠組みがあれば経済的に調査実

施ができる

特定の年度の

抽出

大規模な大学・学部では不経済学科別比較などの詳細な分析が可能になる卒業生全数４）対象

者の選定 小規模の大学・学部では実施困難な場合もある

が，複数年度の卒業生の傾向を共通のグループ

として把握することで対応可能性も

統計的な標準誤差範囲を想定することで，経

済的な調査が実施できる

サンプリング

卒業時点での住所，あるいは保護者住所など，

情報の更新のための作業の負担が大きい可能

性がある

大学の点検・評価活動としての位置づけに

よって個人情報保護の精神に準拠し，卒業生

全数の情報が活用できる

大学・部局保有

の情報

５）卒業

生の基本

情報の確

認 同窓会加入や特定の職業だけの情報しかない

場合など，情報の偏りの危険がある

適切な更新が行われていれば，最新の現住所

等の情報を利用できる

同窓会組織保

有の情報

督促管理，郵送費，データ入力費など全体とし

て経費・時間面でコストが大きくなる可能性が

ある

返信用の封筒等によって，より高い回収率が

見込まれる

郵送調査６）調査

方法の選

択

回収率が低い可能性があり，インターネットア

クセスの可否によって回答者にバイアスが生

じる危険がある

アクセス・キーを用いて，督促管理などが容

易であり，返信や回収データ入力などが省け

るので経費・時間面で経済的な可能性がある

Web調査
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るであろう。

　それに対して，複数の大学・部局が共同で卒業

生調査を実施する場合には，また外部の調査研究

組織に参加する場合には，相互評価としての他者

の眼で点検・評価していくことで，ベンチマーキ

ングや「モデルパラメーター」による自校の点

検・評価など，卒業生調査の結果をより有効に活

用することができる。しかしながら，こうした調

査実施組織は，日程や調査項目の設定など個々の

大学・部局の事情についての調整が必要であり，

また最終的なデータ利用の範囲について協議し合

意をしておく必要がある。これは，調査を実施し

たときの卒業生からの頻繁に問われる質問である

ので，こうした合意は，調査実施前に行われてい

ることが大切である。

２）統計的調査と質的調査の選択

　大学の点検・評価指標を得るための卒業生調査

は，特定の属性グループが共通の経験をし，その

結果として共通する成果を体現しているという前

提のもとで，ある程度統計的に把握可能な指標を

作成しようとするものである。それ故，調査の実

施方法は，基本的に統計的調査の形態をとること

が多い。

　もちろん，質的調査の有用性も無視できないと

ころである。第５節で論じるように，ステークホ

ルダーとしての卒業生へのインタビュー調査は，

信頼性ある統計的指標を求めるのでなければ，実

施への困難が小さく，個別の経験の中から具体的

な教育改善への意見が得られる可能性があるので，

重要な方法論である。つまり，そうした事例調査

などの卒業生への質的調査も，統計的，量的調査

と組み合わせて補完的に活用していくが最善の方

法であろう。本稿では以下量的分析を中心に論じ

ていくこととしたい。

３） 調査対象年度の設計

　調査対象をどのように選定するのか，どの卒業

年の卒業生を何名程度調査するのかという点は，

高等教育の成果についての一定の教育学的な理解

を前提とするものである。この点は，学術的な調

査結果を丁寧に分析するところから明らかになっ

ていくはずである。

　前節で議論したように，すべての卒業年の対象

を調査するのは，各大学の周年事業などにおいて，

卒業生の活躍の概要を理解していくという意味で

は有効であるが，近年の教育プログラムを点検・

評価する上で，年長コーホートはあくまでも参考

グループでしかないし，前節で論じた「アイデン

ティフィケーション問題」を考慮すれば，実際に

適切なレファレンスになるかどうか疑わしい。

　本稿では，経済的な観点も踏まえて，３０歳まで

の，卒業後１０年間程度を基本的な観察期間として

調査を設計することが適切であると考えており，

その中で，費用対効果を考慮し，あるいは，個々

の大学・短大における改組転換や教育改革等の時

期区分，また時代の問題として入学者の質的な変

化等があった時期，景気循環等の外部環境の条件

等を加味して選択していくことが適切である。

４）全数調査とサンプル調査

　卒業年コーホートが決定した場合には，それぞ

れのサンプル規模をどうするのかというのももう

一つの懸案事項である。これは，学術的には調査

方法論の基本であるが，一定の回収率を予測した

上で，統計学での標本誤差をどの範囲で想定する

のかによるわけである。

　しかし実際的にいえば，大規模な大学・学部で

は予算の問題との兼ね合いで一定の比率のサンプ

ル調査とならざるをえない場合が多いだろう。他

方，小規模な大学・学部では結果的に，一定数の

回収データを得るために全数調査が前提となる場

合も多いのではないだろうか。

　特定の卒業年についての全数調査を行えば，そ

の内部での学科や専攻などの細分化した単位での

より詳細な点検・評価も可能になるであろうし，

小規模の大学・学部では，複数年度の卒業生の傾

向を共通のグループとして認識することで，サン

プル数と信頼性の問題に対応することも可能であ

ろう。

５）調査のための卒業生の基本情報の入手

　調査対象が確定したら，調査コンタクトのため

の卒業生の住所等の基本情報が必要となる。調査

方法の選択とも関わるが，IT化が進み，大学が卒

業生とのコンタクトを密にしていこうという機運

が高まれば，e-mailアドレスなども重要な調査コ

ンタクト情報となる可能性があるだろう。



吉本：卒業生を通した「教育の成果」の点検・評価方法の研究 85

　しかし，現在のところはほとんど住所であり，

場合によっては電話番号を活用する場合もあろう。

問題は，その情報が何時の時点のものであるのか，

またどこにそれが保有されているのか，個人情報

保護法も施行されているように，この個人情報の

取り扱い方が基本的に重要なポイントとなる。個

人情報保護法とその留意点については，別途項を

おこすこととして，ここでは卒業生の基本情報を，

大学・部局が保有しているばあいと，同窓会組織

が保有している場合に分けて，その長短を検討す

ることにしよう。

　まず大学・部局保有の場合，これは卒業生名簿

である場合と，就職指導組織が持つ学生の就職指

導用コンタクト情報（勤務先や配属先の情報を中

心とする）の場合とがあろう。いずれにしても，

大学・部局が，その教育研究の改善のために実施

するものであり，点検・評価活動としての位置づ

けによって個人情報保護の精神に準拠し，卒業生

全数の情報が活用できるであろう。ただし，卒業

生名簿の場合，卒業時点での住所，あるいは保護

者住所などであるため，情報の更新のための作業

の負担が大きい可能性がある。

　これに対して，同窓会組織が情報を保有してい

る場合，適切な更新が行われていれば，最新の現

住所等の情報を利用できる可能性が大きい。しか

しながら，同窓会加入の状況や，教員養成系大学

で教員就職者だけの情報しかない場合など，情報

の偏りの危険性もある。また，同窓会の固有の活

動目的と，大学における点検・評価活動との整合

性について，調査組織と同窓会との間に明確なコ

ンセンサスが求められるところである。

６）調査の実施：郵送調査とWeb調査

　卒業生調査の実施方法は，近年まで郵送調査が

ほとんどであった。基本的には，第１回送付とし

て，調査票と依頼状，返信用の封筒を同封して卒

業生の住所に送付する。数週間後の〆切の前後に，

第２回送付として督促と礼状を兼ねたハガキを送

る。そして，さらに未回収の場合に，第３回送付

として第１回と同じような調査票を封入して督促

を送付するという手順を辿る。回収率については，

こうした手順を踏む場合，著者の経験でいえば，

今日的な調査環境においては３０％程度の回収率が

一般的な目標となろう。

　しかし，近年インターネットの発達により，学

術的な社会調査においてもWeb調査の導入が進

んでおり，卒業生の多くがそうした環境にあるこ

とを前提とすれば，調査実施方法の選択肢の一つ

となりつつある。この場合には，インターネット

でアクセスできるWebページを用意し，そのペー

ジから調査に回答するために個人ごとに割り振ら

れたアクセス・コードとWebページの URLとを，

卒業生に封書で送付することで，郵送調査で送付

する調査票に代替するのである。この場合には，

アクセス・コードを用いることにより督促管理が

容易になるほか，郵送調査で必要な返信のための

郵送費や，回収データの入力費などが省けるとい

う経済的なコスト削減につながる可能性が大きい

し，調査終了後のデータ分析のための時間的な節

約が可能になる。もちろん，Webシステムを設計

する基本的な費用が必要であるため，一定の大規

模調査となる場合に経済効果を発揮するものであ

るし，現状では，卒業生が日常的にインターネッ

ト・アクセスできる環境にあるのかどうかによっ

て，回答者にバイアスが生じる危険がある。また，

Webシステムの操作性にも関わるが，郵送調査と

比較して回収率が低くなる可能性がある。

３.３　個人情報保護法への対応と卒業生とのコン

タクト

１）卒業生調査における法の適用

　「個人情報の保護に関する法律」が平成１７

（２００５）年４月から施行された。これに伴い，各

大学および同窓会組織においては「第三条　個人

情報は，個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り

扱われるべきものであることにかんがみ，その適

正な取扱いが図られなければならない。」との法

の精神にのっとって，卒業生の個人情報の取り扱

いを行わなければならなくなっている。すなわち，

ここで検討している卒業生調査に関しても，同窓

会が情報を保有し，大学・部局が調査を実施する

場合でも，大学と同窓会の間でも，一定の個人情

報の取り扱いについての合意と取決めをしておく

ことが，その情報活用の前提となる。

　もちろん，この法の精神において，大学がその

教育研究活動の一環として行う活動，学術的な活

動において個人情報が利用されることを否定する

ものではなく，それらは，法第五十条で次のよう
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に規定された「第四章　個人情報取扱事業者の義

務等」の適応除外に該当する。

「第五十条　個人情報取扱事業者のうち次の

各号に掲げる者については，その個人情報を

取り扱う目的の全部又は一部がそれぞれ当該

各号に規定する目的であるときは，前章の規

定は，適用しない。

一　放送機関，新聞社，通信社その他の報

道機関（報道を業として行う個人を含

む。）　報道の用に供する目的

二　著述を業として行う者　著述の用に供

する目的

三　大学その他の学術研究を目的とする機

関若しくは団体又はそれらに属する者

　学術研究の用に供する目的

四　宗教団体　宗教活動（これに付随する

活動を含む。）の用に供する目的

五　政治団体　政治活動（これに付随する

活動を含む。）の用に供する目的」

　すなわち，ここでは，本稿で論じている卒業生

調査は，「大学その他の学術研究を目的とする機関

若しくは団体またはそれらに属する者」が「学術

研究の用に供する目的」で個人情報を取り扱うも

のになるのである。

　ただし，ここで複数機関で共同の研究組織を編

成したり，また学術研究のための調査研究組織が

企画・実施する調査研究に大学・部局が協力する

形で参加する場合には，情報利用の目的および取

り扱いの方法について，個人情報保護に関する明

確な合意を形成しておくことが必要となる。特に，

「第三者提供の制限」に関わる第二十三条を適用

するのかどうか，適切な判断が必要となる。

「第二十三条　個人情報取扱事業者は，次に

掲げる場合を除くほか，あらかじめ本人の同

意を得ないで，個人データを第三者に提供し

てはならない。」

　この第二十三条に該当するのかどうかは，大

学・部局と調査研究組織との調査実施およびその

活用についての関係性によると考えられる。すな

わち，原理的にいえば，大学・同窓会が自らの学

術研究活動の一環として，適切な枠組みをもつ調

査研究の成果を点検・評価活動に用いることがで

きると認識して協力するのであれば，先の第五十

条が適応できる。これに対して，大学・部局にお

いて，当該の卒業生調査について，それを自らの

教育研究活動の点検・評価に活用するなどの可能

性が認識できない場合にはこの第二十三条を適用

する必要がある。実際には，学術的な調査研究へ

の協力を通して，第４節，第５節で論じるような

ベンチマーキングや「標準モデル」との比較が可

能となるのであり，一定程度の有用性は理解され

るとすれば，以下の「第二十三条第二項」を適用

することになる。

「（第二十三条）２　個人情報取扱事業者は，

第三者に提供される個人データについて，本

人の求めに応じて当該本人が識別される個人

データの第三者への提供を停止することとし

ている場合であって，次に掲げる事項につい

て，あらかじめ，本人に通知し，又は本人が

容易に知り得る状態に置いているときは，前

項の規定にかかわらず，当該個人データを第

三者に提供することができる。

一　第三者への提供を利用目的とすること。

二　第三者に提供される個人データの項目

三　第三者への提供の手段又は方法

四　本人の求めに応じて当該本人が識別さ

れる個人データの第三者への提供を停

止すること。」

　すなわち，大学・部局あるいは同窓会組織が，

卒業生本人に対する調査依頼を行い，その同意の

もとで，共同研究組織が個人情報を取り扱うとい

う方法論である。実際には，そうした方法論では，

調査実施以前の段階での郵送での問い合わせを行

うことになり，経済的，時間的なコストが上昇す

るうえ，従来の回収率についての考え方を見直す

必要が生じるかもしれない。すなわち，個人情報

を保有する大学・部局あるいは同窓会組織からの

そうした依頼への回答率は，一般の郵送調査の回

答率を下回る場合が想定される。もちろん，調査

依頼に対する「拒否」の回答は必ずしも多くない

かもしれないが，「無回答」については「本人への

あらかじめ通知」が完了しているのかどうか，解
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釈の余地があるところであり，さらに「承諾」だ

けを実際の調査対象とするとなれば，調査回収率

の母数についてその「承諾」者のみとしてよいの

か，それ自体にバイアスがかかっていないのか，

検討すべき課題である。

２）卒業生調査を通して得られるデータ利用に関

する考慮

　「第二十三条第２項」の場合には当然ながら，

大学・部局が説明責任としての自らの点検・評価

活動のための卒業生調査を実施するという「第五

十条」の場合にも，卒業生に一定範囲の調査研究

を通して獲得される新たなデータを含む個人情報

の活用についても，調査依頼状において説明しそ

の上で本人の同意を求める必要があり，この点も，

調査企画段階で明確なコンセンサスが必要なとこ

ろである。すなわち，調査票の回答段階で個人を

特定できる情報を含んでいる場合に，その取り扱

いについて明示しておく必要がある。

　日本では，学術的な調査の場合に，調査研究組

織以外にデータを公開したり，再分析に利用した

りすることがほとんどないという学術環境にある

し，大学・部局の説明責任としての卒業生調査の

実施も，現状では，点検・評価活動の後で再活用

するというケースは多くないかもしれない。しか

し，より学術的な探究を進めていくとすれば，ま

た外部評価対応にとどまらずそれを教育改善に活

用する傾向が高まっていけば，こうした調査で得

られるデータ利用に関する考え方を明確にしてお

くことも，法の精神を踏まえて重要な課題である。

それは，こうして得られた情報について，当初の

目的である「学術研究」なり「説明責任」として

の活動が一端終了すれば，その情報をすべて破棄

するというのではなく，むしろ個人を特定できる

情報を排除した上で，学術的な再利用や教育改善

という学術研究の用に供する可能性について明記

しておくこと，あるいはそうした協議がなされて

いくことで，同じような学術調査が繰り返される

という弊害を取り除き，結果として「個人情報の

保護」にかかる法の精神に合致するのではないだ

ろうか。また，一定年数経過後の追跡調査につい

ても，その可能性がある場合には，その点を明記

しておくことが重要になってくるのである。

３.４　分析の留意点：「時代・世代・年代のアイデ

ンティフィケーション」問題

　分析の焦点は，中期的スパンでの卒業生の初期

キャリアの形成・発達であり，また職業に限らず

社会生活一般に関して表現すればシティズンシッ

プ獲得という表現も可能であろう。

　そうした「教育の成果」は，すなわち，授業直

後などの即時的に把握可能ではなく，といって全

生涯にわたって長期的に測定しなければならない

ものでもない。むしろ，卒業してから一定年数範

囲の初期キャリア形成段階での評価をすることが，

もっとも現実的で妥当なものと思われる。ただし，

理論上，「教育の成果」を中長期的な視野で点検・

評価しようとした際には，時代・世代・年代のア

イデンティフィケーション問題に遭遇する。この

問題は，安田（１９６９）に詳しい説明がなされてき

たように，未知数が方程式よりも多くなるため三

者の固有の影響の大きさが識別できないものであ

る。図４に示すように，同じ時代に年齢の異なる

対象を調査して何かの差をみつけたとしても，そ

れが，年齢の差であるのか，それともそれまでの

経験の異なる世代差であるのか分からない。異な

る時代に同じ年齢の対象を調査すれば，それは時

代の差であるのか世代委の差であるのか分からな

い。

　そして，同じ世代をパネルで追跡して調査して

も，それは年齢によるものか時代によるものかわ

からない。例えば，図３の１９９５年の大卒１年目の

者は，仮にストレート進学卒業だったとして，２３

歳という年齢を持つが，同時に１９７２年生まれとい

う世代の経験をもち，そして１９９５年という時間を

もつ。彼／彼女世代を２０００年２８歳の時に追跡調査

しても，彼／彼女の経験と意見が，この１９７２年生

まれ世代固有の経験であるのか，１９９５～２０００年ま

での時代の固有の影響であるのか，２３～２８歳とい

う年齢の影響なのか識別は困難である。その両者

がリンクしている，つまり，この時代にその年齢

を経験できる世代は１つしかないからである。こ

のための対応方法は，基本的に三者のうちどれか

はコントロールされているとして，残りのうち一

つはコンスタントな傾向をもつという仮定を置く

ことで分析が進められるのである。

　ともあれ，「年代」「世代」「時代」のアイデン

ティフケーション問題を生じるので，どのような
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調査を設計したとしても，教育の効果を特定して

いくこと，そしてそれを教育改善に反映させてい

くことにはそれぞれ大きな困難がある。大学教育

の点検評価方法論としての調査においては，教育

成果の発現時期に関する「遅効性」を意識し，と

くに「年代」の効果がうまく取り出せる方法論を

検討していく必要がある。この点も，以下２つの

卒業生調査事例を通して検討していくことにしよう。

４．卒業生調査の事例１：政策科学的・学
術的な調査

　

４.１　日欧大卒調査のねらいと方法

　点検評価活動への示唆をもつ卒業生調査として，

日本側の科学研究費補助金研究『日欧の高等教育

と労働市場に関する実証的研究』と日本労働研究

機構の研究，欧州側の欧州委員会の研究とが連携

して実施した国際研究プロジェクトの方法論と成

果について検討しよう。科学研究費補助金による

研究は純粋な学術的研究であるが，日本労働研究

機構においては内部的には「行政研究」であると

位置づけられており，政策科学的な枠組みで実施

されたものということができる。もちろん，この

「行政」という用語が用いられるとき，純粋科学

的な学術調査との違いは時として決定的な場合も

あるが，大別すれば大学関係者が直接の教育改善

を目的としているのではなく，本稿では，問題状

況の科学的把握を基礎とするという意味で，学術

的な志向アプローチとして位置づけることができ

る。以下，この分析結果を紹介しながら，卒業生

調査と通しての，大学教育から職業生活への移行

に関わる政策科学的なアプローチの発展について

検討していきたい。

　日欧大卒調査（以下 CHEERS調査と略称）は，

１９９８年から１９９９年にかけて日欧１２ヶ国の大卒者

を対象として大学経験と職業経歴についての共通

の枠組みを設定して実施したものである。研究組

織は，「CHEERS研究（欧州における大卒者の職

業経歴に関する研究）」としてカッセル大学タイヒ

ラー教授を代表として，欧州委員会の重点的競争

資金５を得て実施された。これは，グローバル化・

知識経済化のもとで，欧州連合における人材の自

由な移動に向けての政策的な関心のもとで，欧州

内の高等教育修了者の高等教育経験と知識，職業

的な能力の形成の多様なパターンをいかに相互に

認知あえるのかという，現実的な政策課題にチャ

レンジする，高次の政策意図に沿った戦略的なも

のである。日本側は著者が日本側コーディネー

ターとして関わり，科学研究費補助金および日本

1985 1990 1995 2000 2005
年 

0

10

20

30

40

年
齢
 

１９９０年大卒 
１９９５年大卒 
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コーホート例 

図３　世代と時代と年齢

５　 受託した欧州委員会「重点的社会学経済学研究 Targeted Sociological-Economic Research」の研究資金は，グローバル
な競争の中で欧州が優位な立場を形成していくためものであり，従って公式メンバーとしての日本の参加は原則上，禁

じられている。
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労働研究機構研究資金をもとに準メンバーとして

参加したものである。

①調査実施の対象と方法

　大学時代に得た知識・技術は，卒業後の職業的

に必要とされる能力・技能の形成にいかに関連し

ているのか，大学経験の中からその規定要因を探

ることが大きなねらいのひとつとなっている。

　調査枠組みは，図４で表現されるように，「移

行のメカニズムとプロセス」「雇用と職業」の実態

を明らかにし，高等教育と個人属性によるインパ

クトを探究するための調査項目が用意されている。

②調査実施の対象と方法

　調査は，国際的にまた各国の国内的に高等教育

システムの根幹をなしているとされている学位レ

ベルとしての「第一学位（The First Degree）」を

１９９５年中に取得し，調査実施の１９９８・１９９９年時点

で資格取得後３年を経過した者，７～１０年を経過

した者である。ここで「第一学位」とは，中等教

育修了後の３年以上の高等教育機関での学修を前

提とする学位レベルを指しており，国によって

「第一学位」の修業年限は大きく異なっており，

３，４年程度の「短期課程」と５，６年程度の

「長期課程」という区別をする場合もある。日本

の場合，大学卒業者（学位取得者）を対象として

選択した。

　調査実施に係る合意事項として，具体的な，調

査対象のサンプリング方法や調査方法等は各国に

よって異なるが，以下の原則を確認した。１）最

終的に全国的な代表性を保証できるサンプルを選

定すること，２）調査票は，共通に開発した英語

版マスター調査票の各国語への翻訳版をもとに作

成し，また各国独自の設問や項目を加えても良い

が，最終的に項目のうち８割以上はマスター調査

票に準じること，そして第三者によって妥当性の

検証をすることなどの合意がなされている。３）

調査方法は，原則として郵送調査の方法を用い，

少なくとも２回以上の調査票の送付（１回以上の

督促）を行い，回収率４０％以上を目指し，結果と

して回収サンプル３,０００以上（うち５００サンプルは

各国の特別の研究関心に基づく対象選定によるも

のを含めてもよい）を確保すること（回収率が低

い可能性がある場合にはサンプルを増やすこと），

であった。

③調査実施と回収の状況

　調査実施結果は表２のとおりである。とくに日

本では，次のような点に配慮をしながら，調査を

実施した。すなわち，①国公私立別のバランス，

②全国的な地域のバランス，③入試成績等にかか

わる大学の選抜性や威信のバランスへの考慮であ

る。これらは，全国５０大学とその学部を選定する

段階で配慮し，個別に大学に対して協力要請を行

う段階においても，大学サンプルの追加・補充に

おいてバランスを考慮した。

　サンプルの割り当てとしては，１大学平均２学

部，１学部あたり卒業後３年の対象者にあっては

２００名，卒業後８～１０年の対象者にあっては８０名を

対象者選定の原則とし，単科大学等も含めて対象

を設定し，個別に名簿の提供と調査協力の要請を

行った。この過程で，文部省高等教育局学生課お

よび日本私立大学連盟，日本私立大学協会に協力

をいただいた。

　また，学卒後７～１０年の年数を経過した対象者

に対する調査の実施については，各国における予

個　人　的　背　景 

家族的背景 性・年齢 価値観・動機 入学前経験 

高　　等　　教　　育 

高等教育 学習支援の カリキュラム 学習行動と 
システム特性 環境条件 学習成果 

国 

移行の 

メカニズムと 

プロセス 

地域 雇用と 

職業 

国際化 労働市場 技術革新と 
条件 軽々改革 

経　済　構　造　と　そ　の　新　展　開 

図４　日欧大卒調査の枠組み
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算的制約から，最終的には日欧１２ヶ国のうち日本

とオランダの２ヶ国だけがこの年長コーホートの

調査を実施することになった。

　回収サンプルは，日本では，大卒後３年経過

３,４２１，大卒後８～１０年経過２,５８５であり，１２ヶ国

合計で１００,３８１名の卒業生にコンタクトし，有効回

答４２,００５（回答率４１.８％）を得ている個人対象の

郵送調査としては日本側でも十分高いレベルにあ

り，他の１１ ヶ国も含めて，現段階でもっとも信頼

度の高い国際的な卒業生データ６のひとつと判断

することができる（日本労働研究機構２００１，２００３，

吉本２００１参照） ７。

４.２　日欧大卒調査の知見のハイライト

１）先行研究を通して明らかになる大学教育の遅

効性

　日本の大学教育の職業的な有用性が低いという

問題は，しばしば指摘されていることではある。

しかし，この点は結果の分析に時間軸を導入する

ことで，若者の発達と大学・企業の関わりについ

ての異なった見方が可能になる。まず，著者の関

わった別の大卒追跡調査の結果を確認しておこう。

　大卒追跡調査の結果は，表３のように，大学教

育の遅効性を示唆している。すなわち，一般に，

物的投資の効用はいわゆる減価償却を通して時間

とともに減ずるものであるし，教育を通して得た

知識技術もまた，陳腐化を通して大学での知識の

直接的な関連性，有効性は低下すると考えるのが

自然のように思われる。しかし，追跡調査の結果

をみると，その傾向はむしろ逆であり，年齢とと

もに大学の知識技術が不要な仕事を多く経験する

ようになるのではなく，年齢とともに大学教育の

有用性が高まっているのである

　表３のように，まず，年齢の高いほど，つまり

就職後の年数が多いほど「大学の知識技術の不必

要な仕事」を経験した者が少なく，「大学の知識技

術と関連する仕事をした」者が多くなっている。

つまり，多くの大卒者が，就業期間中を通して，

大学教育で得た知識・技術が活用できる仕事によ

り近づく形で職業キャリアを形成している。この

６　Weert & Vidal（２００５）は欧米の卒業生調査事例を比較しているが，それもこの CHEERS調査がモデルになって検討が
進んだものである。

７　この調査研究の発展として，平成１７（２００５）年度から科学研究費補助金研究課題「企業・卒業生による大学教育の成果

の点検・評価に関する日欧比較研究」として，現在，欧州側の研究組織と共同研究として実施中の調査がある。欧州側

では，CHEERS調査の研究メンバーが中心となり，グローバルな知識経済の展開のもとで，大卒者がどのように柔軟性
をもった専門性を確立していくのかといった研究課題を核として，国際的な標準的な卒業生調査のシステム開発を目標

として日欧１５ ヶ国が参加している。２００１年の高等教育機関卒業生を対象とし２００５～２００６年にかけて調査実施している。
注目される方法論としてWeb調査システムが導入されている。

表２　日欧大卒調査の実施・回収状況

計オランダ

欧州（オーストリア，
チェコ，フィンランド，
フランス，ドイツ，イタ
リア，ノルウェー，スペ
イン，スウェーデン，オ
ランダ，イギリス）

日本調査国

１９９０─９１年（単年

度）に第一学位を

取得した者

１９９５年に第１学位（大学

相当）を取得した者

１９９５年大学卒業者

（４５大学１０６学部，一部

大学院を含む）

１９８８─９０年大学卒業者

（３３大学６３学部）対象者

郵送アンケート

調査

郵送アンケート調査

（イタリアは面接調査）
郵送アンケート調査調査方法

１９９８年１０月～１９９９年６月
１９９８年１２月～　　

　　１９９９年２月
１９９９年１月～３月実施時期

１００,３８１５,９９８７４,６７９１１,４０７８,２９７有効対象数

４２,００５２,７２３３３,２７６３,４２１２,５８５有効回収数

４１.８％４５.４％４４.６％３０.０％３１.２％有効回収率
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ことを，初期キャリア形成のある段階に入っては

じめて大学の有用性が発現してくるという意味で，

大学教育の側から見れば「教育成果の遅効性」で

あり，個人のキャリア形成プロセスから見れば

「キャリア効果」と呼ぶことができる（吉本２００４参照）。

　また，１９８３─８３年卒業という「安定期就職世代」

と，１９８１─９１年卒業の「バブル就職世代」と，それ

ぞれ，第１回調査と第２回調査（追跡）との間の

６年間を比較すると，一貫した意識変化があり，

いずれも，大学教育が有効であるという方向での

意識がより高まっている傾向が見られる。とくに，

女子における大学教育の「有用性の増加」は顕著

なものがみられる。バブル期就職世代の卒業３～

５年頃の大卒女子では，３２.７％しか「大学で得た

知識・技術と関連する仕事を経験してきた」と回

答していないのに対して，その６年後には，年齢

とともに「有用性」を意識している回答者が３８.７％

までとなっている。さらに，安定就職世代の２０歳

代後半から３０歳代半ばまでの６年間でも「大学教

育の有用性認識」は高まっており，３０歳代半ばで

この「有用性」支持率は５２.７％となっている。

　すなわち，年齢とともに，職業キャリアを蓄積

することで，より大学の知識の有用性を認識する

ようになるという「大学教育の遅効性」仮説が支

持されるのである。

２）CHEERS調査の１２ ヶ国比較から，平均卒業

年齢によって異なる大学教育の有用性

　そこでその知見をふまえて，大規模な国際調査

である CHEERS調査をもとに検討を続けてみた。

特に，日欧１２ ヶ国の平均卒業年齢の違いに注目し

た分析をした。吉本（２００１）で日欧１２ ヶ国の国レ

ベル，高等教育機関レベル，個人レベルの各説明

変数を組み合わせて，「大学知識の職業での活用

度」の重回帰分析を行ったところ，すべての国で，

「在学中の就業経験と学習内容の関連度」が高い

ほど，「大学知識の職業での活用度」が統計的に有

意に高いことが検証された。また，もっとも説明

力の大きいのは「専門的・管理的職業」であった。

そして，「卒業時の平均年齢」も第３に規定力の大

きい要因であった。

　「大学卒業までの知識の職業での活用度」が，

各国の平均卒業年齢によって有意に説明できると

いうことは，個人レベルでの年齢とは別の，きわ

めて重要な意味を持っている８。図５から読みと

れることは明瞭である。「モデル２」の１５％の説明

力のうち，６％は各国の平均卒業年齢レベルに

よって説明されるのであり，日本やフランスでの

低い「活用度」は，主として卒業生の年齢の若さ

によるものである。これらをコントロールすると，

イタリア，オーストリアだけでなく，「専門関連

表３　大学追跡調査の結果に見る大学知識の有用性の変化

「安定期就職世代」　８３─８４年卒「バブル就職世代」　８９─９１年卒コーホート

n
９８年

３０歳代後半
９２年

３０歳代始めn
９８年

３０歳代始め
９２年
２５歳前後

調査年
調査時の年齢

１,０３４４６.３＜ ＜４１.２１,２６０３６.２＜ ＜３２.３計大学の専門知識・技術が

生かせる業務を経験して

きた

６４５３９.２３７.８６１２３３.０３１.９男

３８９５２.７＜４６.８６４８３８.７＜ ＜３２.７女

１,０３４３０.１３３.０１,２６０３７.３３９.１計特に大学での知識や技術

を必要としない業務を経

験してきた

６４５２９.９＞３４.７６１２３６.９３８.７男

３９８３０.３３０.３６４８３７.８３９.５女

＜ ＜’または’＞ ＞’は，p＜ .０５，’＜’または’＞’は p＜ .１０

注１）設問は，職業キャリアに関する１３項目の多重回答から２項目の回答をとりだしたもの
注２）分析対象は，２つの調査時点でいずれも職業についており，キャリアに関する設問に回答した者。
注３）比率の差は t検定による。

資料出所　吉本（２００４）

８　図１の「モデル１」は，「各国の平均卒業年齢」のみによる単回帰を行った結果（β＝ .２６２，R二乗＝ .０６２）の残差をプ
ロットしたものである。「モデル２」は，個人レベルのその他の変数を含めて総合的な重回帰分析モデル（吉本２００１）に

よる残差を抽出した。
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性」の代表格とみられてきたドイツとも同程度の

「活用度」水準なのである。日本の大卒者も，年

齢段階相応の意味では大学知識を活用していると

見ることができるのである（吉本２００１参照）。

３）CHEERS調査：複数コーホートをもつ日蘭

２ヶ国比較による大学教育の職業生活への有

用性

　続いて，世代の効果をより明瞭に抽出するため

に，CHEERS調査データの中で，複数コーホート

を調査した日本とオランダの２ヶ国のデータだけ

取り出して，さらに詳しい分析を行った。ここで

大学教育の有用性を，学歴と仕事のレベルとの対

応というタテ方向と，仕事のタイプと専門分野との

対応というヨコ方向の対応性とに分けて検討した。

　CHEERS調査では，タテの対応性については，

「あなたの仕事環境（地位，職名，収入，職務な

ど）を全体として考えると，あなたの仕事にもっ

ともふさわしい学歴はどれくらいだと思われます

か」という設問を用いた９。

　表４から明らかなのは，オランダの学卒者の方

が，日本の学卒者に比べて，相対的に学位の対応

性をより高く認識していることである。そして２

つのコーホート間での「キャリア効果」に関連し

て，日本では，２つのコーホート間で回答傾向に

有意な差がみられた。年長コーホートでは，若年

コーホートに比べて，対応性が０.２８ポイント高く

なっている。

　水平方向の対応性については，「現在の仕事を

する上で，在学中の専攻分野はどの程度役に立っ

ていますか」という設問をもちいた。表５は，５

段階尺度での水平次元での対応性を平均点で示し

たものである。その結果，第一に，日本とオラン

ダとで顕著な差異があり，オランダでは，日本よ

りも学卒者が専攻分野と仕事との対応性を高く評

価している。第二に，コーホート間の差異性をみ

ると，日本の学卒者で，年齢が高いほどヨコ（水

平次元で）の対応性が強くなるという傾向が見ら

れた。日本の年長コーホートは，在学中の専攻分

野で獲得した知識，技術，能力のレベルが卒業後

に改善することで，若年コーホートより職業キャ

リアの対応性がより強くみられた。

　すなわち垂直次元，水平次元いずれも，CHEERS

調査データからは，年長コーホートほど大学教育

の有用性が高まるという「キャリア効果」がみら

れ，「遅効的な効果」仮説を支持している。この
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大学知識の職業での活用度 

モデル０［国別の「活用度」の単純平均値（標準化スコアー）］ 

モデル１［国別平均年齢（表の変数１）のみの単回帰（β=.262、R二乗=.062）］の残差 

モデル２［表　最右欄に示す全変数投入の重回帰モデル］の残差 

図５　「大学知識の活用度」要因をめぐる日欧１２ ヶ国の比較

９　調査票の選択肢のカテゴリーは日蘭で異なるが，これを，現在の仕事で要求されるレベルを「所持している学士より上

のレベル」から「高等教育レベル以下」の４段階の順序尺度に再コード化して使用した。分析対象は，現在職業を持っ

ていない者，無記入・未回答の者を除外して，９８４０人，全サンプル中の８３.３％である。
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表４　学位と現在の仕事との対応（垂直方向）

オランダ日本

HBO卒７年HBO卒３年大卒７年大卒３年大卒８─１０年大卒３年

２.９９＜２.９０３.０６＜２.９２２.９４＜２.６６平均値機関別計

０.６００.６３０.７８０.７２０.７６０.８２標準偏差

１２０６１６５２８０３１１１３１７０５２５８４対象数（n）

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊高等教育機関の選抜度

２.９５２.８９３.１１３.０５３.１１＜２.７９上位ランク

２.９３２.８９３.１６＜２.９３２.９６＜２.６６中位ランク

３.０５＜２.９０２.９３２.８２２.７１＜２.５０下位ランク

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊専攻分野別

２.８９２.７２２.７４２.６０２.８３＜２.５３人文科学分野

──３.０６３.０３２.８５＜２.５９法学分野

３.１７＜２.９５３.０７＜２.９１２.３５２.４０経営学・経済学分野

──２.９９３.０２３.２７＜２.８７自然科学分野

３.１５＜２.９６３.０２＜２.８３３.０６＜２.７８工学分野

２.９８２.８９３.７４＜３.４１３.３９＜３.１５医療分野

Ｆ検定：＊ｐ＜ .０５　＊＊ｐ＜ .０１　＊＊＊ｐ＜ .００１　　ｔ検定：’＜’または’＞’　ｐ＜ .０５

注 １）学位の垂直方向の対応性：「卒業した学位よりも高いレベル＝１」「卒業した学位と同等のレベル＝２」「卒業した
学位よりも低いレベル＝３」「高等教育レベル以下＝４」

注２）調査時点で仕事をしている学卒者のみを分析対象とした。
注３）専攻分野については，１１分野（教育，人文科学，法学，経営学・経済学，社会福祉学，社会科学，自然科学，工学，

農学，医療，その他）の中でサンプル数の多いセルを表示した（’─’はサンプル数が少ないもの）
注４）高等教育機関の選抜度間，および専攻分野間の平均値の差の検定は，Ｆ検定による。
　　　コーホート間の平均値の差に対しては，ｔ検定による。

資料出所　吉本（２００４）

表５　在学中の専攻分野と現在の仕事との対比（水平方向）

オランダ日本

HBO卒７年HBO卒３年大卒７年大卒３年大卒８─１０年大卒３年

３.９７３.９５３.３９３.８４３.３７＜３.１８平均値機関別計

０.９８０.９８１.０２１.０６１.３７１.４１標準偏差

１２０１１６５２８０５１１１５１８００２７３５対象数（n）

＊＊＊＊高等教育機関の選抜度

４.０２３.９９３.９９４.０５３.４９＜３.１４上位ランク

３.９８３.９５３.９８３.８５３.３８＜３.１８中位ランク

３.９５３.９４３.８５３.７０３.２３３.２２下位ランク

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊専攻分野別

４.０３３.８２３.５８＜３.２８３.３１＜３.０２人文科学分野

──４.０８４.２５３.１６３.０３法学分野

３.７８３.７３３.９３３.７８２.８２２.８８経営学・経済学分野

──３.６７３.９２３.３０３.０８自然科学分野

３.８８３.９９３.９６３.９４３.５８３.５５工学分野

４.２８４.２８４.６８４.４７４.６８４.５９医療分野

Ｆ検定：＊ｐ＜ .０５　　　Ｔ検定：’＜’または’＞’　ｐ＜ .０５

注 １）専攻分野の水平方向の対応性：５段階尺度；非常に対応している＝５，まったく対応していない＝１
注２）調査時点で仕事をしている学卒者のみを分析対象とした。
注３）専攻分野については，１１分野（教育，人文科学，法学，経営学・経済学，社会福祉学，社会科学，自然科学，工学，

農学，医療，その他）の中でサンプル数の多いセルを表示した（’─’はサンプル数が少ないもの）
注４）選抜度別および専攻分野間での平均値の差について，Ｆ検定を行った。
　　　コーホート間の平均値の差に対しては，Ｔ検定を行った。

資料出所　吉本（２００４）
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表６　学位／専攻分野と現在の仕事との対応性に関する重回帰分析結果

オランダ日本
専攻分野学位専攻分野学位

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊定数
０.００３＊＊＊０.０５９＊０.０４０＊＊＊０.１１１性別①属性・現職
－０.０１８＊＊＊－０.０７３０.０１０－０.０１１調査時の年齢（卒業時の年齢に対応）

現在の仕事
＊＊＊０.１０６＊＊＊０.２６４＊＊＊０.２５３＊＊＊０.２４８　　　管理的な職業，専門的な職業
＊＊＊－０.０７７＊＊＊－０.１６７＊＊＊－０.０７０＊＊＊－０.０６２　　　サービス・販売職

－０.００３＊＊＊０.０５６０.０１３＊＊＊０.０８５卒業後の経過年数②キャリア
＊＊－０.０４９＊－０.０３５＊＊０.０４７＊＊＊０.０８６高等教育機関タイプ③高等教育機関
＊０.０３３０.０２２－０.０２５＊＊＊０.０５９高等教育機関の選抜度

専攻分野④カリキュラム
＊＊＊０.２３７－０.０２００.０３５０.０４６　　　教育学分野
＊０.０５６＊＊－０.０６４０.００４０.０４９　　　人文科学分野
＊＊＊０.１６９０.０３００.０６２０.０６６　　　法学分野
＊＊＊０.１４３０.０６５０.００５－０.０１７　　　経営学・経済学分野
＊＊＊０.１４２－０.０１６０.０２８０.０４０　　　社会福祉学分野

０.０４８－０.０４８－０.０３１０.０５１　　　社会科学分野
＊＊０.０６５０.００５－０.０３４＊０.０８０　　　自然科学分野
＊＊＊０.１６５０.００４０.０５６０.０６８　　　工学分野
＊＊＊０.０９３０.０３５０.０４４＊＊＊０.０８３　　　農学分野
＊＊＊０.２９５＊＊＊０.１２８＊＊＊０.１８１＊＊＊０.１３８　　　医療分野

カリキュラムの志向性
－－＊＊０.０４４＊＊０.０５０　　　アカデミック志向
－－＊＊＊０.０９５＊０.０３７　　　職業教育志向
－－＊＊＊０.０５８＊０.０３６年間の総学習時間⑤学生生活
－－＊＊－０.０４８－０.０１２年間の総就業経験時間
－－＊＊＊０.１３３＊＊＊０.０７７在学中の専攻分野と就業体験の関連性

０.０９２０.１５８０.２２１０.２０８R二乗
０.０８８０.１５５０.２１７０.２０４調査済みＲ二乗
４,５５９４,５５９４,３３１４,０９９総数
２６.９０９５０.１４３５５.４５４４８.６０１F値
０.００００.００００.００００.０００F値によるモデルの有意水準

＊＊＊ p＜ .００１ 　＊＊ p＜ .０１　 ＊ p＜ .０５
注１）説明変数のセルの係数は標準化ベータである。分析で使用しなかった変数は，’－’で示している。
注２）調査時点で仕事をしている学卒者のみを分析対象とした。
注３）a）非説明変数

：４段階「卒業した学位よりも高いレベル＝１」「卒業した学位
と同等のレベル＝２」「卒業した学位よりも低いレベル＝３」「高
等教育レベル＝４」

　　　　　学位の垂直方向の対応性

：５段階（非常に対応している＝５，まったく対応していない＝１）　　　　　専攻分野の水平方向の対応性
　　　b）説明変数

：ダミー変数（男性＝１，女性＝０）　　　　　性別
：２１歳から４５歳の範囲のデータのみ分析　　　　　卒業時の年齢
：ダミー変数（日本では国公立＝１，私立＝０；オランダでは
大学＝：３段階（上位ランク＝３～下位ランク＝１：日本は予
備校情報による，オランダは，高校成績についての調査回答の
分布による）

　　　　　高等教育機関のタイプ

：１１分野に関するダミー変数（教育，人文科学，法学，経営学・
経済学，社会福祉学，社会科学，自然科学，工学，農学，医療，
その他）

　　　　　専攻分野

：７項目による因子分析結果によるアカデミック志向，職業教
育志向の各因子得点

　　　　　カリキュラム特性

：学期中の時間×３０＋学期外の時間×２０　　　　　年間の総学習時間
：学期中の時間×３０＋学期外の時間×２０　　　　　年間の総就業経験時間
：ダミー変数（関連あり＝１，関連なし＝０）　　　　　在学中の専攻分野と就業体

　　　　　験の関連性

：３分類によるダミー変数（管理的な職業・専門的な職業，サー
ビス・販売職，事務職・その他）

　　　　　現在の仕事

資料出所　吉本（２００４）



吉本：卒業生を通した「教育の成果」の点検・評価方法の研究 95

「キャリア効果」は水平次元よりも，垂直次元の

対応性に関してより明確にあらわれていた。また，

日本では，上位ランクの大学・学部出身者は垂直

次元での対応性が高く，下位ランクの大学・学部

出身者は入職初期段階で水平方向の対応性が高い

ことがわかった。

　上述のタテ・ヨコ方向での高等教育の有用性に

関して，重回帰分析によって各要因の影響力の相

対的な強度を検討した結果が表６である。ここで

は，独立変数には「属性・現職」「卒業後の経験」

「機関特性」「カリキュラム特性」「学生生活」と

いう５つの変数群を取り上げた。属性変数には性

別・年齢・現職を，卒業後の経験に関する変数は

「卒業後の経過年数」を，機関特性については高

等教育機関のタイプや選抜度を，カリキュラム特

性としては，１１カテゴリーの専攻分野と，２因子

のカリキュラム特性・教育条件１０を，学生生活の変

数は，年間の「総学習時間」と「総労働時間」，

「専攻分野と対応した在学中の就業体験の有無」

をとりあげた。結果は，表６の通りである。

　まず，コーホート間での「キャリア効果」に注

目すると，日蘭の垂直次元での対応性については，

有意な「キャリア効果」が存在し，日本の方がオ

ランダよりも大きい効果が見られた。なお，「卒業

時の年齢」については負の係数があり，「キャリ

ア効果」が若年卒業者にとってより大きいこと，

つまり若年者ほど，職業キャリアに対応すべく「訓

練可能な」学卒者として認識されることが明らか

になった。

　カリキュラム特性については，アカデミック志

向がタテ方向での対応性，職業教育志向がヨコ方

向での対応性に影響していることがわかった。そ

れと同時に興味深い点として，アカデミック志向

がヨコ方向での対応性に対してもプラスの効果を

もち，職業教育志向がタテ方向でのプラス効果を

もっていた。これらの結果は，カリキュラムの志

向性がどのようなものであっても，一定の明確な

志向性のもとでカリキュラムが編成されていれば，

それが結果的に，卒業生に高等教育とタテ・ヨコ

両面で対応した職業キャリアの形成に向かわせる

ことを示しているのであろう。

　また，学生生活や経験の教育効果についてみる

と，就業体験が大学の専門分野と対応しているか

どうかが重要であることが分かった。また，日本

の学卒者では，学習時間もタテ・ヨコの対応性に

有意に関連しているが，他方，就業経験時間につ

いては，ヨコ方向での対応性について，むしろ有

意でマイナスの効果を示した。つまり，就業体験

が教育的な意味を持つかどうかは，量よりも質的

に左右されるのである。

　さて，本稿の仮説に戻って考えると，年齢・時

代・世代により変化するものの規定要因を探るこ

とはいわゆる「アイデンティフケーション問題」

であるが，先の同一対象の追跡

　調査の分析結果から，大学教育の効果について，

「世代効果」を完全に排除できることが明らかで

あり，この分析からは「時代効果」を完全に排除

できる。それ故，年齢の効果，つまり卒業後に

キャリアを積み重ねるとともに大学教育の垂直次

元・水平次元での効果がそれぞれ顕在化していく

という「遅効性」の「キャリア効果」が支持され

るのである。

４.３　学術的調査から大学教育改善と教育雇用訓

練政策へのインプリケーション

１）専門分野に関わる職業的経験の重要性

　大学教育の内容・方法，大学生活の特質との関

係でみると，大学教育の有用性を高く評価する傾

向は，「学修した専門分野と関連する職業的経験を

もつこと」，「在学中の学習時間が多いこと」，「カ

リキュラムのアカデミック志向性が強いこと」，

「カリキュラムの職業的指向性が強いこと」など

１０　高等教育カリキュラム・教育条件の特色について，「学習の内容や方法」で重視されていたもの１２項目，「大学の準備し

た勉学のための諸条件」１８項目の中から，７項目をもとに因子分析を行い，「アカデミック志向」「職業教育志向」の２

因子を抽出して用いた。すなわち，「職業教育志向」因子は，「在学中の就業体験」「就職指導の組織や企業実習機会の提

供」「授業における実学性の重視」「コミュニケーション能力の習得」の項目が高い寄与をし，「アカデミック志向」因子

は，「授業におけるアカデミックな内容の重視」「理論や概念の学習」「卒業論文・卒業研究の作成」の項目が高い寄与を

している。日本の大学序列が上位レベルは他のレベルに比べてアカデミック志向が強く，オランダでは，大学はＨＢＯ

に比べてアカデミック志向が強いことが明らかになった。反対に，日本の上位レベルの大学がオランダのＨＢＯに比べ

て職業教育への志向性が低いことが明らかになっている（吉本・山田２００３参照）。
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と有意に関連している。すなわち，アルバイトで

あるとインターンシップであるとを問わず，大学

での専門分野と関係する職業経験を持つことが重

要であり，大学カリキュラムとしては，アカデ

ミックな性格と職業的な性格をうまく組み合わせ

てもっていることが大学教育の有用性を高めるこ

とになるのである。

２）カリキュラム特性に関する機能分化と学生生

活経験への注目の重要性

　日蘭それぞれ固有に発達したシステムにおいて

も，高等教育のマス化・ユニバーサル化という先

進諸国に共通の拡大傾向に呼応して，機能的に同

等な共通した教育的な対応傾向があることが明ら

かになってきた。ＨＢＯと日本の選抜度の低い近

年の傾向でいえば，基礎的な学校教育段階におけ

る職業的・実学的な志向性のもつカリキュラム導

入もそのひとつである（OECD ２０００）。１９９０年代

後半からのインターンシップなどの在学中の就業

体験も，カリキュラムの統合性，学外との教育連

携がその中心的な要素として追究されるように

なっているわけである。

　その基本的な志向性は，日本では，教育拡大の

受け皿となった選抜度の低いセクターに顕著な傾

向があり，このセクターのカリキュラム特性に明

確に職業教育志向が見られた。日本の選抜度の低

い大学ではともに，職業教育志向を通して，高等

教育の専門的な分野と職業領域との水平的な対応

性をより強固に形成していることが明らかになっ

た。

　また，日蘭共通に，専門分野と関連する就業体

験を持つ場合の，卒業後に及ぼす効果が明らかに

なった。オランダでは，大学・ＨＢＯいずれも高

い比率であり，特に選抜度の高い大学でよりそう

した専門分野と関連する就業体験を経験している

のに対して，日本では，在学中の労働時間の長さ

にもかかわらずそれが専門分野と関連するといっ

た傾向が全体に低く，しかも選抜度の中・上位ラ

ンクの大学で関連を意識した回答が低かった。

　これまでの分析から，日本の大学に存在する２

つの問題点が明らかになる。ひとつは，大学序列

の中位ランクの大学が独自の方向性を欠如してい

る点である。カリキュラムの志向性が明確である

ことが学卒者の移行に有利という傾向があるが，

大学序列の中位ランクの大学ではカリキュラムを

アカデミック志向と職業教育志向という軸での理

念の明確さがみられない，どちらのレベルも相対

的に低いため，学卒者は両方の次元で，つまり学

歴のタテの有用性も，専門分野のヨコの対応性も

獲得できないままになっていると読みとることが

できるのである。

３）アルバイトなどのカリキュラム外の学生生活

の重要性の認識と対応

　もうひとつは，学生の活動の「アルバイト」で

ある。高等教育における職業経験は，若年者が職

業生活に成人した市民として対応していくための

社会経験として評価されていない。そのうえ，日

本では，学卒者の在学中の学習と将来的なキャリ

アの関連性の弱さは，「アルバイト」経験と学習

との関連性ではなく，学生がモラトリアムの生活

を楽しむために「アルバイト」の報酬を得ている，

と社会的に認識されているからである。しかし，

それがもし，大学における専門分野と関連した領

域であれば，大学の学習の支援になり，結果的に

適切な職業生活への移行を可能にする効果がある

ことが卒業生調査を用いることで明らかになるの

であり，インターンシップとともに，その発展形

態として，学生のアルバイトをどのように認識し

対応していくのか，議論すべき課題が指摘できる

ところである。

４）「大学教育の遅効性」と「３０歳社会的成人モデ

ル」を前提とした社会システムの設計

　日本の大卒者は，「学校教育から職業生活への

移行」の直前まで，標準就学年限を逸脱しないよ

うに迅速に学校教育を駆け抜ける。そこでは職業

に関わる専門的，特殊的な教育を行うというより

も，より拡張性の高い教育によって若者を広範囲

の職業生活の可能性に向けて準備する。卒業直後

に「企業」に就職してからは，長期の「職業への

一人前に至る訓練」が用意されている。つまり

「遅い昇進と選抜」が企業内でのキャリア形成の

基本的な枠組みとなる。このようにして，教育と

訓練の２段階型モデルが展開している。特定領域

の幹部人材へ向けて，企業内で独自の訓練を作り

込み，なおかつ企業内でジョブ・ローテーション

と試行錯誤の機会を提供している。それは，企業
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内で「武者修行」「放浪職人」をさせているとみる

こともできる。そうした場合に，大学では，特定

の狭い範囲の専門的職業に向けて，人材としての

「きめうち」をした教育，仕上げとしての教育は

本来無理であり，可塑性こそが基本となるのであ

る。それは，卒業後，就職して間もなくの試行錯

誤プロセスの途上の，訓練職業に直接役に立つわ

けではなく，一定のキャリア形成の段階を経て，

「３０歳前後の職業的に一人前」として自他の評価

が確立する頃に，確実に大卒者の職業的能力の基

本部分として一付いていることが明らかになるの

である。それ故に，日本の高等教育段階でもっと

も適切な教育的な対応としては，「職業的な関心」

を醸成する「リベラル教育」という立場を，真剣

に吟味すべきなのである。「職業のための教育」で

はなく「職業を通しての教育」としてインターン

シップなども意味づけができるわけである。

　日本では，大学卒業時の大卒者の知識・技術，

社会的成熟度など，いろいろな面で「成熟」とい

うのにほど遠い時点で，大学は若者を社会へ送り

出している。しかし，このことは，基幹的な従業

員となるべき若年者を早く囲い込みたい企業の要

請と対応した機能分担なのであって，その要請と

の関係を考慮しないで一方的に大学教育の社会的

レリバンスの低さを問題として非難することは，

特に，近年の大学バッシングにはそうした短絡的

なものがあるように懸念されるのだが，それは教

育改革の方向としては全く間違っているというべ

きであろう。
　

５．事例紹介２：教育の点検・評価から教
育改善への調査－短期大学の卒業生調
査

　

５.１　短大関係者の自発的共同研究グループの活

動と調査研究課題の設定

　次の事例は，短大の卒業生調査である。１９９０年

代後半以後４年制大学へ改組するところが相次ぎ，

短大数は大幅に減少し，それと対応して短大進学

率も減少し，同じく短期高等教育段階にある専門

学校進学率と大きな開きを生じている。こうした

現状において，しかしながら，地方地域において

短期大学が依然として必要とされる状況をもとに，

短期大学関係者の有志によって「短期大学の将来

構想に関する研究会」（世話人　安部直樹・吉本圭

一）が開設され，共同研究を進めてきている。短

期大学基準協会における「日本版のコミュニ

ティ・カレッジ」構想を基礎に，将来の発展可能

性を検討することで，短期大学を，社会の多様な

発展と密接に関連づけ，地域社会のさまざまな教

育に関する期待を的確に把握し，多様な教育活動

を通してそれへの対応力を身につけ，また発揮し

ようとしている。

そうした課題への取り組みのひとつとして，２００４

年に，卒業生の多様な活躍の実態と彼ら・彼女ら

の短大に対する意識を調査することとなった。そ

れは，公的資金助成をえて公教育の一端を担って

いる短期大学が，その「教育の成果を点検・評価」

するという現代的で喫緊の課題に答えるための，

重要な方法論となる。すなわち，地域社会にあっ

てその短期大学の魅力をよく知っている卒業生の

母校への思いを確認し，短期大学教育の意義と今

後のさらなる発展の方向を明確にしていくための

重要な手がかりとなると考えられたからである。

　特に，短期大学卒業生の進路については，専攻

科設置や編入学の拡大などの進学における多様化

もあり，また反面では，就職希望者について大学

等と同様に無業・フリーター問題が懸念される。

どのような，高校─短大間，短大─大学間の接続

関係が望ましいものであるのか，また短大─職業

社会間の移行関係が望ましいものであるのか，学

内での教養教育やキャリア教育・進路指導のあり

方はどうあるべきなのか。そして，短期大学卒業

直後の動向だけでなく，卒業数年を経過した後の

段階，つまり４年制大学等への進学・編入学者も

含めて，卒業生のほとんどが社会に出て活躍して

いる段階も視野に入れて調査を行うことが必要で

あると考えられた。

　そして，こうした課題認識を短期大学基準協会

に伝え，「短期大学基準協会・調査研究委員会

（阿部幸子委員長）」において卒業生調査を実施

することとなった。その調査に関する企画・実

査・報告書のとりまとめの全過程は，「短期大学

の将来構想に関する研究会」が協力して行った。

つまり，卒業生の教育を担ってきた短期大学に

とって，自らの教育の自己点検・評価の一環とし

て卒業生の調査していくことは，今日大学の説明

責任として極めて重要な課題である。そこで，調

査の企画・実施・分析にあたって，調査研究委員
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会と密接な連絡をとりながら，調査対象となる短

期大学の関係者がそのイニシアティブを発揮でき

る研究組織を編成した。すなわち，「短期大学の

将来構想に関する研究会」のもとに，調査研究委

員会委員および「短期大学の将来構想に関する研

究会」幹事校の９短期大学の教職員，外部の高等

教育研究者からなるワーキンググループを組織し，

調査企画・実施・分析・とりまとめを行った。予

算枠組みとしては，個々の短期大学の調査実施に

かかる経費を各短大が分担し，調査結果のとりま

とめにかかる共通経費を調査研究委員会が負担し

た。

　調査の枠組みは，図６のとおりである。すなわ

ち，教育の成果（アウトカム）指標として，「職業

生活にかかわる知識・技術・能力（コンピテン

シー）」「市民性の獲得」「３０歳程度までの満足のい

く初期キャリア」の３次元を設定して，各次元に

ついての到達度を，短期大学に入学に至までの選

択や基本的な社会属性といったインプット，短大

におけるミッションから在学中の様々な教育的な

特質や学生生活の特性といったプロセス，卒業後

のさまざまの進学・就職経験というアウトプット

と関連させながら，アウトカムを点検・評価して

いくことを目指すものである。

５.２　調査実施の概要

１）調査の概要

　調査項目については，図６に沿って短期大学教

育の点検・評価と教育改善に関る，以下の５領域

に関する調査項目を設定して，全１２頁の調査票を

設計した。

①　短期大学の教育内容（カリキュラムと学

生支援体制）

②　職業への移行（就職経路と職業生活，フ

リーター，コンピテンシー）

③　進学・学業継続行動（編入学とその後の

進路，学士と準学士との比較）

④　生涯学習ニーズ（職業生活における学習

の必要性，短大での再学習）

⑤　私的・家庭生活領域における行動・意識・

価値観（人生観や満足度）

　調査の対象と方法は，「短期大学の将来構想に

関する研究会」の幹事校の中の８短期大学の卒業

生を対象とし，対象の年度は，短大卒業後１年目

（平成１５年卒業），短大卒業後３年目（平成１３年卒

業），短大卒業後７年目（平成９年卒業）とした。

　調査実施は，平成１６年１月～平成１６年３月にか

けて，各短期大学がそれぞれの卒業生に調査票を

郵送して行った。調査発送・回収状況は，対象者

数が８短期大学の卒業生７３６５名であり，有効回収

サンプルは１２９１（回収率１７.５％）である。なお，

短期大学別の回収率は３１.３％から１０.３％までにわ

たっており，調査実施方法の差異や調査実施時期

の特質などが影響していると考えられる。

５.３　教育改善型の短大調査の知見のハイライト

１）短大教育の効用の長期的低減と「ガラスの天

井」打破のための取組み

　卒業生調査から明らかになったことは，大学で

得たモデルや専門学校の成功を表面的になぞるこ

とでは，短大の将来の発展はおぼつかないという

図６　分析の枠組み
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ことである。卒業生に，短大教育の効用を「就職」

「長期キャリア」「家庭生活」「人格」の４領域で

たずねたところ，「人格の発達の上で」の有用性が

最も高く評価され，次に「満足のいく仕事を見つ

ける」，「充実した家庭生活を送る」と続き，「長期

的キャリアの展望」が最も低かった（表７）。

　注目点の第一は，どの領域でも短大卒業後の年

数を経ると効用評価が下がっていることである。

これは著者が別途調査した４年制大卒の傾向とは

全く逆である。第二に，短大卒業生の評価は「長

期的キャリアの展望」が「満足のいく仕事を見つ

ける」より低いが，これも大卒とは逆である。つ

まり，短大教育は，四年制大学と較べて，卒業時

の就職という短期的効用面では高く評価されてい

るものの，キャリア形成といった長期的効用が低

く，しかも卒業後の年数とともに効用が低減する。

　また，「再度１８歳での進路選択が可能であった

ら」再び短大を選ぶという回答が５９.４％，同じ短

大を選ぶのが４９.０％である。やり直すとしても母

校で学びたいという気持ちの卒業生が多いことは

短大関係者が誇りにして良い。しかし，この母校

回帰の比率もまた，卒業の年数を経るほど低下し，

卒後１年目の５６.５％から７年目の３８.７％まで６年

間でその可能性は２割近くも低下している。

　さて，この長期効用の低減傾向の背景を考えて

みると，それは労働市場の「ガラスの天井」問題

と関わっている。卒業生の仕事のレベルをみると，

卒業直後は「短期大学の学歴が適切」という回答

が７割を占めるが，卒業後の年数を経て，その２

極分化が生じている。卒後７年目では，一方で

「大学学部以上の学歴」が求められている者が増

え３割に達しており，他方では「高校卒」「専門学

校卒」の学歴資格で十分と答える者も増え２割強

となっている。短大卒の学歴では物足りなくなる

のか，短大卒の学歴すら必要ないのか，いずれに

せよ，キャリアの展望が見えなくなっている。著

者は，別の機会でワーキングホリデーの調査（海

外職業訓練協会２００６）を行ったが，その参加者は

２０歳代後半の短大卒女子が際だって多く，この

「天井」を何とかして打破しようとする彼女たち

の姿が浮かび上がってくる思いがした。

　問題の一端は彼女たちの職業観にもある。卒後

７年目の年長コーホートになると「キャリア志向」

や「社会的地位志向」が強くなり，その面での満

足度が低くなっている。ところが，若いコーホー

トの職業観は，仕事よりも私生活中心の「生活エ

ンジョイ」型であり，それに従った職業選択も災

いして「天井」にぶつかっているのではないだろ

うか。

　すなわち，結論の第１は，短大が４年制大学と

は異なった労働市場条件に置かれていることを理

解すべきだということである。日本の４年制大学

教育は，長期雇用をベースとして長期的な効用を

念頭に編成されてきたが，しかし短大卒女性に

とっては「ガラスの天井」問題が待ちかまえてい

る。如何にして，「キャリア教育」の充実を含めて

長期的な効用をもつプログラムを構築していくの

か，他方で経済界や一般社会に対して短大卒に対

する長期的なキャリア形成への途を拓くよう労働

市場の改善を求めていくか，短大関係者がその両

方に真剣な努力を傾けることが大切であろう。

２）アカデミックなカリキュラムに職業的な体験

的学習を統合し自主的な学習を促すこと

　短大教育の内容についても，興味深い結果が得

られた。卒業生は，短大での「専攻の授業内容」

表７　短大教育の効用

大卒調査

（参考）

卒業後の年数別計

７年目３年目１年目（標準偏差）平均

３.３３.４８３.５８３.７２１.０８３.５９満足のいく仕事を見つける上で

３.４３.１７３.３３３.３８０.９９３.２９長期的なキャリアを展望する上で

─３.５０３.５１３.５７０.９４３.５３充実した家庭生活を送る上で

３.８３.６３３.７０３.８５０.９３３.７３人格の発達の上で

注１）５段階評定（５＝「とても役立っている」）による
　２）各項目ごとに有効回答数Ｎが異なり，１２５８～１２６５の範囲に入っている。
　３）大卒調査は，日本労働研究機構『日欧の大学と就職』（２００１）の１９９８─９９年による
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などの充実度を高く評価している。近年の卒業生

ほどこうした評価が高く，教育改革の進展を反映

するものであろう。これに対して，「専攻学科以

外の学習」や「自学自習」についてはあまり充実

していなかったと評価されている。授業の出席は

１日平均５時間（約３.５コマ）を超え，大学生より

も一日平均１コマ多く授業に出ている。しかし，

授業以外の学習は「ほとんどしないもの」が授業

期間中３６％，長期休暇中４７％いる。

　短大教育の多様な要素の評価を多変量解析して

みると，「学科カリキュラムの体系性」などのアカ

デミックな要素とともに「授業における実学性の

充実」などが総合的に，短大教育の効用に強い影

響を持つことがわかった１１。つまり，結論の第２

として，専門学校をなぞって資格講座や就職講座

を導入することは，短大教育改革の本筋ではない

ということである。職業教育といっても，「職業
� �

のための学習
� � � � � �

」ではなく「職業を通して学ぶ
� � � � � � � �

」こ

と，つまりアカデミックな学習との統合性を実現

し，それを自主的に学ばせていくことが，短大固

有の可能性を拓くのではないだろうか。

３）母校への愛校心を高めるうえでの出身専門分

野外への進学の有効性

　進学者をみると，予想外だったが，ここでも短

大の大きな可能性が明らかになった。卒業学科と

進学先専門分野との対応関係をもとに，両者が連

続的だと思われる「順接進学」，完全な連続ではな

いが近い領域の「関連進学」，ほとんど直接の関連

が想定できない「非順接進学」に分けてみた。そ

の結果，短大での出身分野とは異なる分野への進

学としての「非順接」進学は，人文教養系や工業

系で約４割あった。そして注目すべき点は，「再

度進路を選ぶとしても母校の短大へ」という母校

回帰の比率は，他のどのようなキャリアを辿った

者よりも，この「非順接進学」者が高いというこ

とである。

　すなわち，結論の第３は，短大固有の可能性と

しての「非順接進学」である。準学士課程である

専攻を極めることで，次に異分野の学士課程に編

入学・進学した際，特に短大での教育を明確に意

識し，肯定的な評価をするのではないだろうか。

専門分野を変えて進学・編入学する短大卒業生を

例外・異端とみるのではなく，むしろキャリア教

育的意義を込めて「短期大学ファースト・ステー

ジ論」の中核として位置づけてみたらどうであろ

うか。

５.４　点検・評価から教育改善への展開

１）ベンチマーキングとして，「教育の成果（ア

ウトカム）」を単純に比較・評価すること

　調査結果から，仮定法に基づいて「もしあなた

が１８歳であったら，同じ短大（出身校）に進学す

るか」という設問への回答傾向を，「教育の成果

（アウトカム）」評価の総合的な指標のひとつと

して扱うことができるけれども，実際には，ある

指標で評価の高い短大や専門分野が，別の指標で

は必ずしも評価が高くないなどの傾向が読みとれ

た。

　また，総合的な評価を何が規定するかアウトカ

ムを規定するメカニズムをみると，それは必ずし

も短大教育の質，つまりプロセスによって規定さ

れているというだけではなく，短大に入ってくる

学生層，つまりインプットの差異が大きな要素で

あり，それらは立地の条件や専門分野等の諸条件

に左右される面が大きい。また，個々の短大卒業

生のもっているキャリアプランやそのキャリア展

開の在り方に左右されるという意味で，必ずしも

短大のコントロールの及ばない領域の重要性も明

らかである。つまり，個々の短大の効用評価や総

合的評価が，短大のエフォートによる場合もある

が，短大のコントロールの及ばない領域について

も認識する必要があることも明らかになった。

　重要なことは，こうした卒業生調査が短大教育

の成果を点検・評価するきわめてパワフルな手段

であるということである。すなわち，①卒業生の

みた短大評価と②卒業生のキャリアそのものを通

して，短大教育の評価をいろいろな面から相対的

に明らかにすることができる。そして，短大教育

の評価の中で，短大教育として対応すべき範囲，

対応可能な範囲を明確化し，教育改善に取り組む

ための示唆を得ることができるのである。

　こうした学術的な知見を，「教育の成果（アウト

カム）」の点検・評価，そして教育改善にどのよう

１１　ここでは，稲永（２００５）の分析結果のパラメーターを用いて推計している。
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に結びつける方法として，実際に進められている

のが，ここで得られた調査結果を，参加短大が，

それぞれ他の短大の回答傾向をベンチマークとし

て，相互に調査結果を比較検討することである。

ワーキンググループや研究会メンバーのコメント

をもらいながら，自らの短大教育の長所や弱点を

点検・評価を行うための活動を開始している。

　この方法論は，まだこれから改善・発展が必要

であるが，その理論的可能性についての輪郭をこ

こで要約的に示唆しておくこととしたい。短大卒

業生の実証的な調査データを，各短大が教育の成

果を点検・評価する際に用い，教育改善に結びつ

けていく方法論として，次のような３つのステッ

プによる比較検討手順を提示しておきたい。

　第１に，ある評価指標の単純平均値の比較を行

うことである。第２に，その指標を理論的な因果

説明モデルで説明した場合の各短大の評価推計値

を比較する。そして第３に両者の差をもとにして，

まだ説明されていない各短大の長所や短所を探っ

ていくというステップである。

　表８は，短大ごとの「効用」「総合評価」の平均

値である。全体の分布の中で，平均値の高い短大

もあれば低い短大もある。たとえば，Ｇ短大，Ｂ

短大の評価は総じて高い。しかし，指標ごとに見

たときに，これらの評価は必ずしも一元的ではな

い。つまり，こうした比較を通して，どの側面が

強いとか弱いとか，そうした点検評価が可能にな

る。しかし，そうした評価の高低が何によるもの

なのか，それが明らかにならなければ，次のス

テップの改善・改革に進んでいくことはできない。

そのために，そうした「効用」や「総合的評価」

の規定要因分析が必要とされるのである。

　規定要因分析の結果，明らかに個々人のキャリ

アプランなどの短大教育のコントロールの及ばな

い要因の重要性も明らかになったが，そうしたも

のもあるいはアドミッションポリシーやキャリア

表８　短大の効用・総合的評価に関する短大間比較

値は上段＝５件評定平均値，中段＝標準偏差，下段＝サンプル数

仮定法による短期大学の総合的評価短期大学の効用

Ａｂ．同じ専
門分野を選ぶ

Ａａ．同じ短
大に行く

Ａ．短大に行

く

ｄ．人格の発
達の上で

ｃ．充実した
家庭生活を送
る上で

ｂ．長期的な
キャリアを展
望する上で

ａ．満足のい
く仕事を見つ
ける上で

短大名

３.６３３.３５３.９０３.３４３.１３３.０６３.５９Ａ短大
１.４０１.３６１.３０１.１２１.１０１.１３１.０４
３０３１３０３２３２３２３２

３.８６３.５９３.９６３.８２３.６０３.３７３.６９Ｂ短大
１.３０１.２９１.１４０.８６０.９１０.９３１.０１
１５５１５９１６１１７５１７４１７４１７４

３.０９３.１９３.５９３.７４３.２３２.９５３.０６Ｃ短大
１.２９１.２５１.２６０.９１０.９６０.９４１.１０
５８５７５８６５６５６５６５

３.８０３.５１３.７５３.８１３.７１３.５４３.８７Ｄ短大
１.２８１.３２１.３００.８７０.９１０.９７１.０１
２０５２０８２１２２２２２２２２２１２２２

３.９２３.７１３.９１３.８９３.６４３.３７３.７９Ｅ短大
１.２８１.２６１.１９０.８７０.８８０.９１１.０４
１６９１７７１８０１８７１８６１８５１８９

３.４２３.２６３.４６３.１９３.０５３.０４３.２８Ｆ短大
１.２６１.３５１.２２０.９８０.９２１.０１１.０８
７１７４７４８１８１８１８０

３.８６３.５２３.９４３.８５３.６２３.４１３.７２Ｇ短大
１.２９１.２７１.２００.８７０.８２０.９９１.０３
５８６１６２７１７１７１７１

３.５３３.５９３.９１３.９０３.６８３.３２３.６１Ｈ短大
１.３７１.２８１.３００.９８０.９８１.０７１.１２
１９５１９６１９６２０７２０７２０７２０７

３.７０３.５３３.８３３.７８３.５７３.３４３.６６合計
１.３２１.２９１.２４０.９３０.９４０.９９１.０７
９４１９６３９７３１０４０１０３８１０３６１０４０
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教育の在り方を通して改善することができるかも

しれない。総合的な分析の後には，そこで重要な

要因となったものが，個々の短大においてどれほ

ど充実しているか，あるいは高いレベルに達して

いるのか，領域ごとに点検・評価することである。

２）総合的規定要因モデルによる成果指標の予測

　そして，そうした個々の領域ごとの点検・評価

と並行して，本調査によるアウトプット規定要因

モデルによって明らかになったそれぞれの短大の

評価の高さ・低さを総合的に確認していく作業が

求められるであろう。表９は，学術的な知見とし

ての規定要因モデルによる，各短大の「効用評価」

「総合的評価」についての予測値である。つまり

規定要因において評価を高める要素を多く持った

短大とそうでない短大との傾向が明らかになって

いる。

　このモデルでは，短大教育の総合的な評価の規

定要因として，入学段階で「不本意入学かどう

か」，在学中に「学生生活が勉学中心か交遊等中

心か」，「就業機会が充実していたかどうか」，進路

で「正規就職か非正規就職・進学か」「正規就職者

の中でも専門と関連する仕事についたかどうか」

などの諸要因が重要であること明らかになってい

る。そうした諸条件は，短期大学の性別・学科構

成とも関係している。それらを考慮に入れて短大

別の比較をすると，女子短大，教育系の多い短大

で高評価となり，男子が多い短大，工業系が多い

短大で低評価になる傾向が見られるわけである。

　つまり，ここでの評価（推計値）が総じて高い

Ｇ短大，Ｅ短大などは，「卒業生の評価が高くな

る」ような専門領域を持ち，女子短大であったり，

不本意入学が少なかったり，勉強に専念させてい

るなどの特色（強み）を多く持っているというこ

となのである。

　結局，学科構成なども一定の規定力を示してい

ることから，教育改善のためには学科を再編成す

るというアプローチもあり得るのであろう。しか

し，学科構成そのものは個々の学習需要や社会的

な必要において設定されているものであり，必ず

しもここで「可変的」ないし変化させるべき要素

であるのかどうか，こうしたひとつのステークホ

表９　主な規定要因による「短大教育の効用」の予測値

（数値は上段＝５件評定平均値，下段＝標準偏差）

仮定法による短期大学の総合的評価短期大学の効用

Ａｂ．同じ専

門分野を選ぶ

Ａａ．同じ短

大に行く

Ａ．短大に行

く

ｄ．人格の発

達の上で

ｃ．充実した

家庭生活を送

る上で

ｂ．長期的な

キャリアを展

望する上で

ａ．満足のい

く仕事を見つ

ける上で

短大名

３.９４３.６７３.９６３.６６３.５０３.２６３.６２Ａ短大
０.４００.２５０.３００.２４０.１６０.２５０.３３

３.７７３.５５３.８４３.７７３.５４３.３３３.６７Ｂ短大
０.３６０.３４０.３６０.２００.２３０.２７０.４２

３.３５３.３９３.６８３.７７３.２９３.０８３.２２Ｃ短大
０.２３０.３５０.３２０.２７０.１５０.２００.３６

３.７７３.４９３.７７３.８１３.６８３.４６３.７６Ｄ短大
０.３２０.４００.４２０.２５０.１６０.２１０.３６

３.８０３.６６３.９７３.９４３.７０３.４４３.８０Ｅ短大
０.３２０.３７０.３８０.２３０.１７０.２６０.４４

３.２８３.０８３.３４３.２０３.０２２.９８３.１９Ｆ短大
０.３１０.３８０.３６０.２８０.１７０.２２０.３６

３.９８３.６５４.０５３.８３３.６８３.５１３.８９Ｇ短大
０,４３０.４１０.４３０.１８０.１３０.２２０.４４

３.６２３.６１３.９１３.８４３.６２３.２９３.６６Ｈ短大
０.４１０.３８０.３９０.２４０.１７０.２４０.４１

３.７０３.５３３.８３３.７８３.５７３.３４３.６６合計
０.４００.４００.４２０.３００.２６０.２８０.４５

注１）規定要因分析（短期大学基準協会（２００５）第１部第１１章表１１─２─１および表１１─２─２）を用いた短大ごとの推計値
注２）サンプル数ｎは表８に同じ
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ルダーの見方だけで結論を早急に出す性格のもの

ではない。

３）残差の比較：説明されざる強みと弱み

　ともあれ，そうした表９が示しているのは，こ

の卒業生調査の枠組みによって説明可能な各短大

教育の成果指標ということである。そうしてみる

と，次の関心は，次に表８と表９とはどう違うの

かということに向かうのではないだろうか。そこ

で，両表の差をもとに残差分析したものが表１０で

ある。

　これは，本研究での枠組みによっても説明しき

れない短大間の評価の差異を示している。そのう

ち一部は，統計的な誤差を含み込んでいるのであ

るが，しかし，統計的に有意に高い短大や低い短

大がある。例えば，全体的な傾向に合致する短大

とともに，工業系の割に高評価の短大や教育系で

も必ずしも高評価でない短大なども見えてくる。

つまり，この卒業生調査枠組みでまだ究明しきれ

ていない各短大の強みと弱みということになるで

あろう。これらは，個々の短期大学が自ら究明へ

の真摯な努力を積み上げていくことで明らかに

なってくるはずである。

　この３つの表の解釈をまとめてみよう。特に，

表８，表９で評価の高かったＧ短大の評価は，表

１０では必ずしも高くない。むしろ，表１０ではＤ短

大やＦ短大の評価が高く，これは，先の表９の規

定要因モデル以外の要素によって評価が高くなっ

ていること（オーバーアチーバー）がわかる。逆

に，Ａ短大の場合には，本来表９での評価の高く

なる要素を多く有しながら，しかしそうした推計

と比較して，表８の実態として評価が低い（アン

ダーアチーバー）ということになり，他の諸要素

を再吟味していく必要が生じるであろう。
　

６．教育の成果を点検・評価し若者の自
立を促進する指標システム構築に向け
て

　

　卒業生調査は，「教育の成果」を点検・評価し，

教育改善を進めることによって，大学・短大の教

育がより説明責任を全うするものとなり，それが

「若者の社会的自立」などの成果となって反映さ

れるというループの極めて重要な手段である。教

育改善というのは，特定の改善課題の発見を前提

とするが，それが教育改善に直接関わる関係者に

よって発見され，また大学・短大を取り囲む地域

表１０　短大の効用に関する現実と主な要因による予測との残差

（値は上段＝５件評定平均値，下段＝標準偏差）

仮定法による短期大学の総合的評価短期大学の効用

Ａｂ．同じ専

門分野を選ぶ

Ａａ．同じ短

大に行く

Ａ．短大に行

く

ｄ．人格の発

達の上で

ｃ．充実した

家庭生活を送

る上で

ｂ．長期的な

キャリアを展

望する上で

ａ．満足のい

く仕事を見つ

ける上で

短大名

－０.３１－０.３１－０.０６－０.３１－０.３７－０.２０－０.０３Ａ短大
１.３３１.３６１.２７１.０７１.０４１.０３１.０２

０.０９０.０４０.１２０.０５０.０７０.０４０.０２Ｂ短大
１.２８１.２２１.０２０.８６０.８９０.９１０.９５

－０.２７－０.２０－０.０９－０.０３－０.０６－０.１３－０.１６Ｃ短大
１.３１１.１４１.１５０.８２０.９５０.９１０.９８

０.０３０.０２－０.０１－０.０１０.０３０.０８０.１１Ｄ短大
１.２３１.２３１.２１０.８４０.９００.９４０.９３

０.１１０.０５－０.０６－０.０５－０.０６－０.０７－０.０１Ｅ短大
１.２４１.２１１.１４０.８５０.８６０.８７０.１１

０.１４０.１７０.１２－０.０２０.０３０.０６０.０９Ｆ短大
１.２１１.３５１.２３０.９２０.９１１.０１１.０７

－０.１２－０.１３－０.１１０.０２－０.０６－０.１０－０.１７Ｇ短大
１.２１１.１７１.１００.８８０.８３０.９９０.９４

－０.０９－０.０１０.０００.０７０.０５０.０３－０.０５Ｈ短大
１.２９１.２３１.２６０.９３０.９５１.０２１.００

注１）数値は，表８と表９の差
注２）サンプル数ｎは表８に同じ
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社会の応援団を取り組む形でそれが認識されるこ

とによって，改善への具体的な行動計画につな

がっていくのである。

　本節では，大学・短大教育の成果を点検・評価

するための指標システム構築のための６つの問い

に答える形で，全体の要約に代えたい。

　第一に，「誰の教育成果が重要なのか」。もちろ

ん，卒業生の特定の指標での到達度をみる場合の

統計量として平均値がある。それはそれで重要な

ことであるが，基本的に求められるのは，指標の

到達度分布を総合的に評価することである。その

意味では，平均値にとらわれる必要はないのであ

るが，今日その逆の傾向が危惧される。大学教育

の成果を特定の卓越した卒業生で図るべきではな

い。研究評価の場合に，ノーベル賞受賞などの実

績をもってその組織の研究レベルの高さを評価す

る傾向があるが，少なくとも教育の成果を測定す

る場合には，多数の卒業生を差し置いて特定の顕

著な功績で代表させるのは，経済産業政策であれ

ばいざ知らず，大学教育の考え方ではない。逆に，

昨今の「若者自立・挑戦」の施策では，いきおい

フリーター，ニートに焦点を当てて政策展開を

図っているが，厚生労働政策であればいざ知らず，

大学教育政策としてそうした焦点のあて方をすれ

ば全体的な方向性を見誤る可能性がある。あくま

でも，当該指標での到達度の分布を総合的に評価

することが重要なのである。

　第二に，「どのような次元・領域の成果が，指

標として整備されるべきか」。本稿では，職業生

活に関わりのある「成果指標」を中心に事例とし

ても紹介したが，もちろんその限りではない。職

業生活に必要とされる職業的な能力（コンピテン

シー）形成は人的資本形成に関わって，その重要

性を軽視すべきではないが，「若者自立・挑戦」

というテーマにおいては，広義の「シティズン

シップ」獲得という成果を測定していくことが求

められるであろう。前者が職業的自立に関わると

すれば，後者は社会的な自立に関わり，政治に関

わる活動，地域社会の活動などひろく市民社会へ

の参加や，家族形成などを含む指標を用意する必

要があるだろう。まさしく，それぞれの大学・短

大が大学憲章などで教育の目的を社会に向かって

掲げる時代になり，どのような優先順位で多様な

領域の成果を並べるのか，大学のミッションの棚

卸し，ブレイクダウンが求められるのである。

　第三に，「教育の成果は，いつ測定できるのか」。

本稿では，この時間軸について多くの紙数を割い

て検討してきたが，大学・短大教育の成果は，一

定の中長期的なタイムスパンをもって把握し，点

検・評価すべきであると指摘した。それは大学教

育というものが応用可能性，拡張可能性をもつも

のであり，特に日本の教育と社会との結びつきの

中で，大学教育の成果は企業内での OJTとジョ

ブ・ローテーションを経て，一定の初期キャリア

形成段階を踏まえて，「教育効果の遅効性」をもっ

て発現するものであるということである。短大調

査の中で明らかになったのは，そうした「教育効

果の遅効性」を意識せず，専門学校と同じように，

即戦力的な専門的な知識技能の伝達に特化してし

まえば，企業内での基幹的キャリア形成モデルに

のれない場合には２０歳代後半でのキャリアの「天

井」にぶつかり，教育的な効用が低減してしまう

ことになりかねない。その意味で，大学・短大が，

職業に直接即戦力的に寄与できるような「エンプ

ロイヤビリティ」論に与することになれば，基本

的な方向性を見失うことになるように思われる。

　第四に，「何が効果をもたらすか」。教育の成果

の点検・評価は，学校側の教育ミッションとの関

連でその教育プロセスと関連づけて検討されるべ

きだが，その教育のプロセスから成果にたどりつ

くメカニズムについては，杓子定規に形成される

べき成果と教育方法の特色とを一対一でギリギリ

と対応させるべきでない。特に，職業教育のもつ

陶冶性，つまり特殊的職業専門な教育を通して一

般的な拡張可能性のある能力を形成するという側

面が重要である。デューイの言葉でいえば，「職業

のための教育」ではなく，「職業を通しての教育」

が重要なのである。また，カリキュラムの外で，

アルバイト・サークル活動等を含めて学生が自ら

育つこと，そうした環境提供についても評価の枠

組みの中に組み込んでおく必要がある。すなわち，

「教育と学習のプロセス」と「教育の成果」を総

合的に検討すべきなのである。

　第五に，「成果を，どのように解釈し，評価する

のか。」特定の成果指標が得られたとして，それ

は比較の枠組みのもとで解釈され，評価される必

要がある。そのためには，大学教育の成果につい

ての標準モデルについての理解が求められる。現
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在のところ，高等教育学はまだそれを明確に示す

段階には至っていないが，しかし，だからといっ

て大学・短大が，個々単独で教育の成果の点検・

評価をしても，そこから解釈し評価できることは

限られている。学術的な教育の成果の発現モデル

の開発と，大学における説明責任としての教育活

動の成果の点検・評価とがリンクすることによっ

て，より確実なベンチマーキングや「標準モデル

を通しての個別大学の位置づけ」が可能になるの

である。

　第六に，「点検・評価としての指標システムの

構築は，どのような展開可能性をもつのか」。中

間的スパンでの卒業生調査を通して指標システム

を構築していくことは，その後にさまざまの大学

教育の発展可能性を有している。すなわち，卒業

生は，「大学教育の効果の発現者」であるばかり

でなく，大学への応援団としての，つまり「大学

のステークホルダー」でもある。教育改善への具

体的な意見を得ることができるだけでなく，彼ら

／彼女らの大学・短大の対外的行事等への参加や

リカレント学習への参加を促進するための広報の

契機として期待することも想定できる。また，そ

うした卒業生を通して，さらに地域のさまざまの

ステークホルダーへの接近の手がかりを得る可能

性も重要なポイントであろう。

　実施のための手間の大きい卒業生調査ではある

が，適切な比較枠組みを用意することで，大学教

育の成果を点検評価し，さらにそれを教育の改善

に結びつけていく有力な手段となる。それは，従

来型の単なる大学序列間の比較ではなく，むしろ，

アウトカムに差異をもたらすような各大学固有の

教育プロセスを探していくことに高等教育学にお

ける卒業生調査の意義があるはずである。

　そのためには，在学中の学業・活動状況などの

情報とリンクさせて比較するというアプローチに

大きな可能性がある。ただし，この点で卒業生の

プライバシーへの配慮，ステークホルダーとして

の卒業生を取込む度合いなど，クリアーすべき課

題も多くある。

　外部評価への対応としての卒業生調査の活用に

留まらず，各大学・短大が，大学教育改善への展

開を図る時，そこで学術研究としての教育成果に

関する研究とリンクすることで，より確実な発展

が期待できるのである。
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　This paper discusses graduate survey as a method measuring the outcome of higher education, assessing 

pedagogical provisions and activities, and planning future improvements and developments in each higher 

education institution. It is clearly found that the method of graduate survey in mid-term span is one of the 

most relevant approaches for the outcome assessment, among various methods including student evaluation 

of class, any performance measures at the time of graduation, internal rate of return in education and so on. 

Two examples of large graduate survey projects, i.e. a large comparative study in Europe and Japan, and a 

collaborative study of junior colleges in Kyushu, are examined on these methodologies, findings and 

implications. Some further measures reguired to implement a graduate survey, such as management of 

privacy of graduates related with the Act on the Protection of Personal Information, are also discussed.

［ABSTRACT］

Evaluation of Educational Outcome through Graduates

YOSHIMOTO Keiichi ＊

＊　Kyushu University, Associate Professor




